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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第24期及び第25期におきましては、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損

失が計上されているため、記載しておりません。 

３．第24期におきましては、株式会社ハブ・ア・グッドを持分法適用関連会社から連結子会社としたことによ

り、前期に比し36名増、経営の合理化による希望退職者（平成16年９月末退職）により、前期に比し34名減

となっております。 

４．第25期末の従業員数が前期末に比し77名減少し、平均臨時雇用者数が193名減少いたしましたのは、主に連

結子会社３社の全株式を当期に譲渡したことにより連結の範囲から除外したことによるものです。 

５．平成17年５月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。なお、第25期の１株当たり当期純損失

については、期首に株式分割が行われたものとして算出しております。 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

売上高（千円） 27,467,546 24,439,490 22,350,451 28,105,929 － 

経常利益又は経常損失（△）

（千円) 
71,676 △495,678 △238,882 292,914 － 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円) 
45,408 △929,626 △711,257 13,260 － 

純資産額（千円） 2,336,389 1,398,731 1,688,810 － － 

総資産額（千円） 9,228,762 8,763,704 6,883,426 － － 

１株当たり純資産額（円) 447.30 267.79 88.50 － － 

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円) 
8.65 △177.98 △44.96 0.54 － 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
8.65 － － 0.54 － 

自己資本比率（％) 25.3 16.0 24.5 － － 

自己資本利益率（％） 1.9 △49.8 △46.1 － － 

株価収益率（倍） 24.9 △1.12 △7.34 403.7 － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
125,592 488,192 △266,661 225,729 － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△292,374 △304,849 △39,667 △1,210,963 － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
1,319,312 △1,298,666 1,026,090 △189,492 － 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
2,342,255 1,349,260 2,069,022 1,327,029 － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 

（人） 

186 

[361]

192 

[359]

115 

[166]

－ 

[－]

－ 

[－]



６．株式会社ウェブベースは、平成18年６月に全部取得条項付種類株式の取得及び当該株式の無償消却を行い、

当社の持分比率がゼロとなったため、連結の範囲から除いております。 

この結果、第26期末において連結子会社は存在しません。よって第26期の連結財務諸表については、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書のみを作成し、連結貸借対照表

及び連結附属明細表は作成しておりませんので、純資産額、総資産額、１株当たり純資産額、自己資本比

率、自己資本利益率、従業員数については、記載しておりません。 

なお、第26期の連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に含まれ

る株式会社ウェブベースの会計期間は平成17年10月１日から平成18年３月31日であります。 

また、第27期より連結財務諸表を作成しておりません。 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第24期、第25期及び第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失のた

め記載しておりません。 

３．第24期末の従業員数が前期末に比し17名減少したのは、主に経営の合理化による希望退職者（平成16年９月

末退職）24名によるものです。 

４．第25期末の従業員数が前期末に比し32名増加し、第25期末の平均臨時雇用者数が前期に比し160名増加しま

したのは、主に株式会社エービーズ・コーポレーションとの合併によるものです。 

５．平成17年５月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。なお、第25期の１株当たり当期純損失

については、期首に株式分割が行われたものとして算出しております。 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

売上高（千円） 23,304,019 14,406,525 17,784,652 27,871,847 38,585,798 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
83,256 △122,860 163,617 413,891 △318,203 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
62,881 △1,204,101 △900,330 596 △1,589,967 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 731,336 731,336 1,233,030 1,233,030 1,233,030 

発行済株式総数（株） 5,289,268 5,289,268 19,257,634 27,363,234 27,363,234 

純資産額（千円） 2,812,602 1,600,147 1,700,190 1,710,756 115,849 

総資産額（千円） 8,336,100 6,434,126 6,277,352 9,721,196 6,241,770 

１株当たり純資産額（円) 538.48 306.35 89.10 62.72 4.24 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額)

（円） 

5.00 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円) 
11.97 △230.53 △56.92 0.02 △58.27 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
11.97 － － 0.02 － 

自己資本比率（％） 33.7 24.9 27.1 17.6 1.9 

自己資本利益率（％） 2.2 △54.6 △54.6 0.0 △174.1 

株価収益率（倍） 18.0 △0.87 △5.80 10,900.0 △1.25 

配当性向（％） 41.8 － － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － － △819,009 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － － 1,652,854 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － － △2,010,457 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
－ － － － 150,417 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 

（人） 

76 

[11]

59 

[６]

91 

[166]

195 

[289]

203 

[333]



６．第26期末の従業員数が前期末に比し104名増加し、平均臨時雇用者数が123名増加いたしましたのは、主に平

成18年２月に株式会社アクトと合併したことによるものです。 

７．第26期末の総資産額が前期末に比し3,443,843千円増加いたしましたのは、平成18年２月に株式会社アクト

と合併したことによるものです。 

８．第26期末の発行済株式総数の数が前期末に比し8,105,600株増加いたしましたのは、平成18年２月に株式会

社アクトと合併したことによるものです。 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和62年12月 有限会社明響社を組織変更し、神戸市東灘区に株式会社明響社（資本金20,000千円）を設立 

東京都台東区に東京支店を設置 

昭和63年４月 「オヤユビピアノ緑地公園店」を移転、ＡＶ（ＣＤ、ビデオ）レンタルを開始 

昭和63年６月 広島市中区に広島支店を設置 

平成元年３月 ＴＶゲーム専門店「ＴＶ（ティーヴィー）パニック豊中店」を開店しＴＶゲーム店の直営展開を

開始 

平成元年６月 本店所在地を大阪府豊中市本町に移転 

平成元年８月 ＴＶゲームＰＯＳシステムを開発し、「ＴＶパニック」フランチャイズ店の展開を開始 

平成４年２月 パソコン販売及びメンテナンスを目的とする株式会社ファースト（資本金8,000千円、本店所在

地：大阪市東淀川区）を設立（当社出資比率50.0％） 

平成５年12月 社団法人日本フランチャイズチェーン協会の正会員となる 

平成６年11月 ＴＶゲーム、中古ＣＤに加え中古本の売買を行う複合店「ワンダーパニック小林店」を兵庫県宝

塚市に開店 

平成７年３月 ＴＶパニック加盟店300店となる 

ＴＶゲーム、ＡＶレンタルに加えＣＤの販売を行う複合店「ワンダーパニック豊中店」を大阪府

豊中市に開店 

平成７年12月 株式会社ファーストの全発行済株式を取得 

平成８年３月 株式会社ファーストが株式会社エービーズ・コーポレーションよりＣＤ等の販売に関する営業権

を譲り受け、同社社名を株式会社エービーズ・コーポレーションに商号変更 

旧株式会社エービーズ・コーポレーションは株式会社ファーストに商号変更 

平成８年４月 株式の額面金額変更及び単位株制度導入を目的として、ケー・ユー・システム株式会社（資本金

10,050千円、当社100％子会社）と合併 

大阪支店を大阪府豊中市に設置 

平成９年４月 飲食事業を行う会社として、株式会社クーフーフー（資本金10,000千円、当社100％子会社、本

店所在地：大阪府豊中市）を設立 

平成９年６月 本店所在地を大阪府豊中市岡町に移転 

平成９年11月 ＴＶゲーム、ＡＶレンタル、ＣＤ販売に加え新刊書籍販売を行う大型複合店「アライヴ竹の塚

店」を東京都足立区に開店 

平成11年５月 ゴルフクラブの新品販売・リサイクル及び用品販売を行う「ゴルファーズマート甲子園店」を兵

庫県西宮市に開店しゴルフ店の展開を開始 

平成11年７月 インターネット技術を使ったＰＯＳシステム「ｗｅｂ ＰＯＳ」を開発し、ＴＶパニック加盟店

に導入開始 

平成11年12月 インターネットによる販売システム構築のコンサルティングやｗｅｂ ＰＯＳの販売等を目的と

する株式会社ウェブベース（資本金83,000千円、本店所在地：大阪府豊中市）をインターネット

システム開発会社株式会社ビジュアルジャパンと合弁で設立（当社出資比率72.3％） 

平成12年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成13年９月 レンタルＣＤ卸代行店事業における仕入及び販売業務の統合を目的として、株式会社音通と分社

型共同新設分割により、株式会社ハブ・ア・グッド（資本金400,000千円、本店所在地：大阪府

茨木市）を設立（当社出資比率50.0％） 

平成13年10月 直営店事業部門における業務の効率化や専門性を高めることを目的として、株式会社エービー

ズ・コーポレーションに分社型吸収分割を行う 

平成14年３月 株式会社ウェブベースの第三者割当増資時に90,000千円を出資（当社出資比率85.1％） 

平成14年５月 暫定許諾を受け、複合カフェ店向けにＴＶゲームソフトの卸代行店業務を開始 

 



年月 事項 

平成14年11月 株式会社ウェブベースは、フランチャイズにおけるソリューションビジネス事業（ＩＴ・ＦＣ事

業）を行う会社として、アンサンブル株式会社（資本金10,000千円、株式会社ウェブベース

100％子会社、本店所在地：大阪府豊中市）を設立 

平成14年12月 株式会社ビジュアルジャパンが保有する株式会社ウェブベースの株式、全株を取得（当社出資比

率90.7％） 

平成15年７月 株式会社ウェブベースの子会社アンサンブル株式会社の第三者割当増資時に10,000千円を出資

（当社出資比率50.0％） 

平成15年11月 株式会社エービーズ・コーポレーションが新業態店舗となるリサイクル未来計画「レストアスト

アー京都新堀川店」と複合カフェ「ヒーリン・フィーリン京都新堀川店」の２店舗をオープン 

平成15年12月 複合カフェ店向けＴＶゲームソフトの卸代行店業務を暫定許諾から正式業務へと移行 

平成16年１月 株式会社セガ・ミュージック・ネットワークスが運営する個人向けＰＣゲーム配信ソフト「セガ

ゲーム本舗」を複合カフェ向けに営業開始 

平成16年２月 株式会社ウェブベースが所有するアンサンブル株式会社の株式を全株取得（当社出資比率

100％） 

平成16年４月 平成16年４月５日設立のダイヤライトジャパン株式会社に資本参加（当社出資比率40％） 

平成16年５月 著作権保護技術（ＡＤＨシステム）を有する株式会社ジャパン・ウェーブと業務提携を行い、複

合カフェ向けにデジタルコンテンツ配信サイト「楽楽ＧＡＴＥ！ Ｏｎ ｄｅｍａｎｄ ｓｔａ

ｔｉｏｎ」の販売活動を本格稼動 

平成16年６月 株式会社パワードコムと株式会社ドリーム・トレイン・インターネットと業務提携を行い、複合

カフェ向けに光ファイバー回線の販売事業を開始 

平成16年７月 株式会社エービーズ・コーポレーションは２店舗目となる複合カフェ「ヒーリン・フィーリン」

をオープン 

平成16年11月 当社が保有する連結子会社の株式会社ウェブベースの株式を一部売却 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

当社連結子会社の株式会社エービーズ・コーポレーションを吸収合併 

当社が保有する連結子会社の株式会社クーフーフーの株式を全株売却 

平成17年２月 当社株式のジャスダック証券取引市場における売買方式を、マーケットメイク方式からオークシ

ョン方式へ移行 

株式会社クインランドとの業務・資本提携を発表するとともに、同社が実施する当社普通株式の

公開買付けについて賛同する旨を発表 

平成17年３月 株式会社クインランドが公開買付けを通じて当社の親会社となる 

当社が保有する持分法適用非連結子会社のダイヤライトジャパン株式会社の株式を全株売却 

平成17年４月 当社が保有する連結子会社の株式会社ハブ・ア・グッド及び株式会社アンスコンサルティングの

株式を全株売却 

平成17年５月 平成17年３月31日現在の株主所有株式を５月20日をもって１株につき３株の割合で分割を実施 

平成17年６月 当社連結子会社の株式会社ウェブベースが実施する第三者割当増資に対して、当社は５億円を引

受し当社の所有割合を69.2％とする 

平成17年９月 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を10億円発行 

平成18年２月 株式会社アクトと合併、名称を株式会社ＮＥＳＴＡＧＥに変更 

平成18年６月 当社連結子会社である株式会社ウェブベースは、全部取得条項付種類株式の取得及び当該株式の

無償消却を行い、当社の持分比率がゼロとなり、当社子会社から外れる 

平成19年４月 株式会社クインランドが当社株式の一部（3,500千株、総株主の議決権に対する割合12.83％）を

ジェイオーグループホールディングス株式会社へ譲渡 

株式会社クインランドは親会社に該当しなくなり、新たにジェイオーグループホールディングス

株式会社が主要株主となる 

平成19年５月 株式会社クインランドが当社株式の一部（5,583千株、総株主の議決権に対する割合20.47％）を

ジェイオーグループホールディングス株式会社へ譲渡 

ジェイオーグループホールディングス株式会社が筆頭株主（所有株式数9,083千株、総株主の議

決権に対する割合33.30％）となる 



３【事業の内容】 

当社は、ＴＶゲーム販売専門店の直営店の運営及びＦＣ店舗の展開を中心とした、ＴＶゲーム関連事業を主な事

業としております。また、ＴＶゲームに加え、書籍の販売・買取、ＡＶ関連商品の取扱いも行なう複合店の運営及

びＦＣ展開を行なうほか、複合カフェの直営店運営及び店舗開設（プロデュース）を行なっております。更に、そ

の他の事業として、ゲームポータルサイトの運営、ゴルフ用品の販売・買取、出版事業を行なっております。 

①ＴＶゲーム専門店「ＴＶパニック」「ｗａｎｐａｋｕ」（ワンパク）「ＣＯＭＧ！ 」（コング）「ギャング

スター」のＦＣ展開 

②直営店におけるエンタテインメントソフトの販売・買取及びレンタル 

③書籍関連事業 

④複合カフェの企画運営・プロデュース及び複合カフェ向けのＴＶゲーム卸代行店事業 

⑤エンタテインメント関連商材の開発・販売 

⑥ゲームポータルサイト「Ｇｌｅｐ」（ジーレップ）、ロボットポータルサイト「Ｒｏｂｏｌｅｐ」（ロボレッ

プ）の企画・運営 

⑦ゴルフ用品の販売・買取 

⑧出版事業 

なお、平成18年10月１日をもって研磨機事業を、平成19年１月１日をもってＴＶゲーム卸代行店事業をそれぞれ

株式会社ハブ・ア・グッドへ事業譲渡しております。また、複合カフェ向けの映像コンテンツ配信サービスは平成

19年１月31日をもって終了、複合カフェ直営店であります「ヒーリン・フィーリン京都河原町店」は平成19年９月

30日をもって株式会社モア・グッド・タイムへ事業譲渡しております。 

当社の「主な事業内容」は次のとおりです。 

（ＴＶゲーム関連事業） 

当社は「ＴＶパニック」「ｗａｎｐａｋｕ（ワンパク）」「ＣＯＭＧ！（コング）」「ギャングスター」のＦＣ

加盟店に対してＴＶゲームソフト・ハード・周辺機器、その他販促物の卸売りを行なうとともに、ＦＣ加盟店より

ロイヤリティーを得ております。また、直営店においてもＴＶゲームソフト・ハード・周辺機器の販売及び中古の

販売・買取を行なっております。 

（ＡＶ（オーディオ・ビジュアル）関連・書籍関連事業） 

当社は、直営店において新品及び中古のＣＤ・ＤＶＤ・ビデオの販売とレンタル、及び新刊書籍・雑誌等を販売

するほか、中古書籍の販売・買取を行なっております。また「復活書房」のＦＣ加盟店に対して書籍及びその他の

関連商品の卸売りを行なっております。 

（複合カフェ事業） 

当社は、他社の複合カフェ新規出店に伴う店舗開設（プロデュース）等を行なっております。 

（その他の事業） 

当社は、ゲームポータルサイト「Ｇｌｅｐ（ジーレップ）」の企画・運営を行なっております。また平成18年８

月よりロボット総合情報誌「ＲＯＢＯＴ ＬＩＦＥ（ロボットライフ）」を企画・製作・販売しております。更

に、直営店２店舗において新品及び中古のゴルフ用品の販売・買取を行なっております。なお、ロボット事業は平

成19年10月31日をもって廃止し、ポータル事業は平成19年12月31日をもって廃止いたします。 



当社グループの主要な事業活動を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

（注） 当事業年度において株式会社クインランドは、同社の保有する当社株式の一部（平成19年４月27日に

3,500,000株及び平成19年５月31日に5,583,000株、合計9,083,000株、総株主の議決権に対する割合33.30％）を

ジェイオーグループホールディングス株式会社へ譲渡しましたので、平成19年４月27日をもって株式会社クイン

ランドは、当社の親会社に該当しなくなりました。同時に、ジェイオーグループホールディングス株式会社は当

社の筆頭株主となっております。 

 また、当社の子会社であるＷＡＮＰＡＫＵ Ｕ．Ｓ．Ａ．ＣＯ．は清算中であるため、上記の事業系統図には

含めておりません。 



４【関係会社の状況】 

(1）その他の関係会社 

その他の関係会社であるジェイオーグループホールディングス株式会社及び株式会社クインランドの状況につい

ては、「第５ 経理の状況 ２．財務諸表等（1）財務諸表 注記事項（関連当事者との取引）」において記載し

ているため、記載を省略しております。 

なお、ジェイオーグループホールディングス株式会社及び株式会社クインランドは、有価証券報告書を提出して

おります。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人数であり、臨時雇用者は（ ）内に１日7.5時間換算による月平均人員を外数で記載して

おります。 

２．臨時雇用者が前期末に比べ44名増加しましたのは、主に株式会社ライズよりの店舗営業譲受に伴うものであ

ります。 

３．平均年間給与は税込給与で、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係について特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

203（333） 33才11ヶ月 ６年１ヶ月 4,609,797 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

（イ）全般的状況 

当事業年度における我が国経済は、米国のサブプライムローン問題や、原油価格の上昇など一部不安要素はあ

るものの、好調な企業収益を背景に、設備投資の増加や雇用環境の改善など景気は引き続き緩やかではあります

が、回復基調を続けております。 

当社の主事業であります、ＴＶゲーム市場は平成９年以来10年振りの成長となり、ゲーム人口が拡大をいたし

ております。 

このような環境の下、当社は前事業年度における旧株式会社アクトとの合併及び「ＣＯＭＧ！（コング）」、

「ギャングスター」のＦＣ営業権の取得、ダイエー内出店の加速によりＴＶゲーム販売店網が飛躍的に拡大した

結果、当事業年度の売上高は385億85百万円（前年同期比38.4％増）となりました。 

販売費及び一般管理費につきましては売上増加に伴う物流費をはじめとする営業費用の増加に加え、新規出店

に伴う地代家賃等の増加、合併に伴う人件費他諸費用の増加等により７億34百万円（前年同期比21.4％増）増加

しました。その結果、当事業年度の営業損失は２億93百万円（前事業年度は４億27百万円の利益）となりまし

た。 

経常損失につきましては営業損失が大きく要因し３億18百万円（前事業年度は４億13百万円の利益）の損失計

上となりました。 

また当事業年度におきましては、新規事業でありますポータル事業及びロボット事業の廃止に伴う事業再編損

失、減損損失等の特別損失９億94百万円の計上に加え、繰延税金資産の回収可能性について慎重に検討しました

結果、繰延税金資産を全額取り崩すことにより、法人税等調整額として２億90百万円を計上いたしました。その

結果、当事業年度の当期純損失は15億89百万円（前年同期は０百万円の当期純利益）となりました。 

（ロ）事業別の状況 

主な事業別の内訳につきましては次のとおりであります。 

・ＴＶゲーム関連事業 

平成17年に爆発的にヒットいたしました「ニンテンドーＤＳ」の人気継続及び、平成18年末に発売された新型

ハード「ＰＳ３」「Ｗｉｉ」の登場を受け、ＴＶゲーム市場は平成９年以来10年振りに拡大し活況を呈しており

ます。このような環境の下当社では、上記ハード及び対応ソフトの販売強化を行なうとともに、お客様のニーズ

に即した売場構築、販売促進活動を行なってまいりました。 

しかしながら、ＴＶゲーム業界最大の商戦期である昨年末に「ＰＳ３」の製造遅れによる品不足と、ヒットソ

フトの不足、人気の「ニンテンドーＤＳ」関連商品の供給が需要に追いつかず、売上高は370億79百万円（前年

同期比42.5％増）となりました。一方、店舗出店につきましては、ダイエー内出店を中心に順調に店舗が増加す

るとともに不採算店舗の閉鎖を実施し、平成19年９月末現在で合計691店舗となっております。 

・ＡＶ（オーディオ・ビジュアル）関連・書籍関連事業 

ＤＶＤ販売は新品・中古とも好調なものの、レンタルＣＤ、レンタルビデオ、新刊本・中古本ともに計画を下

回り、売上高８億11百万円（前年同期比7.0％減）となりました。 

・複合カフェ事業 

複合カフェ市場は新規参入等で競争は激しさを増しております。このような環境の下、当事業年度において都

市型店舗「ヒーリン・フィーリン大阪西心斎橋店」・「ヒーリン・フィーリン京都烏丸今出川店」、初のコンビ

ニエンスストア一体型店舗「ヒーリン・フィーリン京都城陽市役所前店」、他業種との併設型店舗「ヒーリン・

フィーリン奈良橿原店」、「ヒーリン・フィーリン堺浜寺石津店」の５店舗をプロデュースいたしました。一

方、複合カフェ店向けに行なっておりましたＴＶゲーム卸代行店事業を平成19年１月１日に事業譲渡し、直営店

舗でありました「ヒーリン・フィーリン京都河原町店」を平成19年９月30日に事業譲渡いたしました。その結果

当事業年度における売上高は３億74百万円（前年同期比49.9％減）となりました。 



・その他事業 

ポータル事業につきましては、平成17年10月に総合ゲームポータルサイト「Ｇｌｅｐ」（ジーレップ）を開発

しスタートいたしました。開設以来、一般ユーザーからの支持を得てまいりましたが、会員数、売上ともに当初

の計画に届かず、売上高１億３百万円（前年同期比28.2％増）に止まりました。 

ロボット事業につきましてはロボット総合情報誌「ＲＯＢＯＴ ＬＩＦＥ（ロボットライフ）」を創刊し、以

降隔月で販売しておりますが、当初の計画を大幅に下回り売上高は18百万円（前年同期比70.6％増）となりまし

た。  

なお、ロボット事業は平成19年10月31日をもって、ポータル事業は平成19年12月31日をもって事業を廃止いた

します。 

その他ゴルフ事業等につきましては売上高１億97百万円（前年同期比36.4％増）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資活動によるキャッシュ・フローの増

加がありましたが、営業活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローの減少により前事

業年度末に比べて11億76百万円減少し、１億50百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は８億19百万円となりました。これは主に減価償却費２億60百万円、事業再編損

失７億12百万円、減損損失２億２百万円等がありましたが、税引前当期純損失12億76百万円、長期差入保証金の

増加６億17百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は16億52百万円となりました。これは主に定期預金の払戻しによる収入４億72百

万円、親会社に対する貸付金の回収による収入10億56百万円、投資有価証券の売却による収入４億64百万円等に

よるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は20億10百万円となりました。これは主に長期借入金の返済による支出９億11百

万円、社債の償還による支出２億80百万円、借入担保のための金融機関への預入れ額３億３百万円等によるもの

であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）商品仕入実績 

 当事業年度における仕入実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
当事業年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

その他事業（千円） 

（ロボット事業） 
80,591 841.4 

事業部門別 
当事業年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

ＴＶゲーム関連事業（千円） 33,956,975 146.0 

ＡＶ関連事業（千円） 256,213 69.0 

書籍関連事業（千円） 89,076 75.1 

複合カフェ事業（千円） 235,079 50.9 

その他事業（千円） 220,795 157.7 

合計（千円） 34,758,141 142.8 

事業部門別 
当事業年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

ＴＶゲーム関連事業（千円） 37,079,823 142.5 

ＡＶ関連事業（千円） 514,133 88.9 

書籍関連事業（千円） 297,028 101.1 

複合カフェ事業（千円） 374,269 50.1 

その他事業（千円） 320,544 135.2 

合計（千円） 38,585,798 138.4 



３【対処すべき課題】 

 当事業年度における当社の主事業であるＴＶゲーム市場は、平成17年に爆発的にヒットした携帯型ゲーム機「ニ

ンテンドーＤＳ」の人気が続いたことに加え、平成18年末に発売された据置型ゲーム機「ＰＳ３」「Ｗｉｉ」の登

場を受け、ＴＶゲーム市場は平成９年以来10年ぶりに拡大し活況を呈しています。しかしながら当事業年度におき

ましてはＴＶゲーム業界最大の商戦期である平成18年末に「ＰＳ３」の製造の遅れによる品不足と、ヒットソフト

の不足、人気の「ニンテンドーＤＳ」関連商品の供給が需要に追いつかないなどの問題も発生しました。また当社

は、平成19年４月にクインランドグループから離脱するとともに平成19年５月にジェイオーグループホールディン

グス株式会社（代表取締役：竹下雅稔、本社：神戸市、大証２部、証券コード1710）が当社の筆頭株主となってお

ります。 

 このような環境のもと、当社は次の３点が対処すべき主な経営課題と認識しております。 

(1）経営基盤の安定 

(2）ゲーム販売事業に特化 

(3）モバイル事業の強化 

  

(1）経営基盤の安定 

＜財務体質の改善と組織の再編を柱に経営基盤を強化＞ 

 当事業年度の利益が当初計画を大幅に下回ったことから、次期につきましては抜本的な財務体質の改善を図って

まいります。 

 まず不採算事業となっていたロボット事業は平成19年10月31日をもって廃止し、また同じくポータル事業は平成

19年12月31日をもって廃止いたします。ロボット事業はロボット総合情報誌「ＲＯＢＯＴ ＬＩＦＥ（ロボットラ

イフ）」を隔月で販売してきましたが、売上高・利益率が当初の予測を下回り、採算性向上には時間を要するとの

判断により廃止いたしました。一方、ポータル事業は平成17年10月から総合ゲームポータルサイト「Ｇｌｅｐ（ジ

ーレップ）」をスタートしましたが、会員数・売上とも当初計画に届かず、早急な収益改善の見通しは厳しいとの

判断により廃止といたします。これによって人件費ほか諸経費の圧縮を図り、利益面での改善を図ります。さら

に、新たな取締役の追加により経営体制を刷新するとともに、組織を改編して経営の効率化・活性化を図ってまい

ります。管理本部と営業本部の２本部体制に改め、管理本部のもとに経営管理部と経理部を、また営業本部のもと

にＦＣ営業部と店舗営業部、商品部、モバイル営業部をそれぞれ設置し、「部」の数を削減して組織をスリム化

し、平成19年10月１日付で新組織をスタートさせました。組織の効率化及びスリム化により徹底的なローコストオ

ペレーションを展開いたします。 

 このように財務体質の強化と組織の再編によって、当社は安定した経営基盤を確立してまいります。 

(2）ゲーム販売事業に特化 

＜専門店ならではの販売戦略と十分な商品供給体制で＞ 

 当社は事業内容の大幅な見直しを図り、主力事業のＴＶゲーム販売事業に経営資源を集中させ、営業力強化を図

ってまいります。そのため、複合カフェ店向けに営業してきたＴＶゲーム卸代行店事業を平成19年１月１日に事業

譲渡し、直営部門で運営してきた複合カフェ「ヒーリン・フィーリン京都河原町店」を平成19年９月30日に事業譲

渡いたしました。これに加えて、旧株式会社アクトの事業であるゴルフ用品販売店「ＧＯＬＦ ＧＯ ＲＯＵＮＤ

（ゴルフ・ゴーラウンド）」についても、直営２店舗を平成19年12月１日に事業譲渡。ＴＶゲーム販売事業に特化

できる事業環境を整えました。また本業でありますゲーム販売店に関しましても不採算店舗につきましては早期の

閉店、又は出店形態の見直しによりコスト面での効率化を図り収益の向上を図ります。 

 次期の取り組みにつきましては、「専門店（専門性）の追求」と「任天堂商品の流通対策」を重点施策に掲げて

います。ＴＶゲーム市場は家電量販店の本格参入によってマーケットの勢力図が変化しつつありますが、そんな市

場環境にあるからこそ、当社はむしろ専門店ならではのセレクトショップの実現と中古取り扱いの強化を図ってま

いります。また、品薄が常態化しつつあった任天堂商品につきまして、問屋からの仕入れ形態を改善することで、

十分な商品供給体制の構築に努めてまいります。 



(3）モバイル事業の強化 

＜ソフトバンク携帯電話販売代理店事業を既存店で展開＞ 

 当社は、平成19年４月27日付で当社の筆頭株主となったジェイオーグループホールディングス株式会社とのシナ

ジーを最大限に追求し、同社が保有するソフトバンク携帯電話販売代理店事業の子会社と連携して、当社既存店舗

による同事業への参入を進めてまいります。 

 携帯電話の市場はＭＮＰ（ナンバーポータビリティ）の開始以来活性化しており、いずれ３億台の普及が見込め

る成長市場となっています。新規事業への参入は、本業への特化を掲げる当社としては、相反する取り組みのよう

にも見えますが、既存店舗を利用できる点で通常の新規事業とは異なります。いわば新たな収益商材の追加であ

り、事業リスクは僅少と判断しております。現在すでに直営店舗において携帯電話販売コーナーの設置を進めてい

ますが、今後はＦＣ店舗への導入を加速し、収益面での強化を図ってまいります。 

 店舗にソフトバンク携帯電話の販売代理店事業を導入するメリットとしては、ＭＮＰによる競争激化で販売手数

料が増加していることと、ソフトバンクから初期投資支援があること、販売時における手数料収入及び販売後にお

ける通話料に対する安定したストックコミッションが得られることなどがあげられます。これらをＦＣ店舗オーナ

ーに積極的に提案し、モバイル事業への本格参入を果たします。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものです。 

(1）市場状況における影響について 

 当社の売上高の大半を占めるＴＶゲーム関連事業・ＡＶ関連及び書籍関連事業においては発売されるタイトルに

より大きく左右される傾向があり、そのため、当社では中古商材の比率を高めるなどの対策に取り組んでおります

が、新規商材における比率は依然と高くメーカーの動向によりましては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

(2）フランチャイズ展開について 

 当社では、展開するＦＣ事業に関し加盟店への商品等の納入及びロイヤリティー収入を得ておりますが、ＦＣ加

盟店の出店動向及び営業状況等によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社ではＦＣ加盟店に対してインターネットＰＯＳシステムを利用した的確な情報分析・情報提供、ユー

ザーの心理を捉えた販促企画やスーパーバイザーによる訪問指導、更に、メーカーとの強い連携によるマーチャン

ダイジングなど、リスクを適切にコントロールし、店舗運営をスムーズに行なう仕組みとノウハウを提供しており

ますが、当社がＦＣ本部としての評価が不十分であったり、加盟企業の方針変更や諸事情により加盟店舗数が減少

する可能性もあり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）法的規制について 

古物営業法について 

 当社が行なうリサイクル品の買取及び販売は、「古物営業法」による規制を受けております。同法の監督官庁

は、店舗の所在地を管轄する都道府県公安委員会であり、同法及び関連法令による規制の内容は次のとおりであり

ます。 

・古物の売買又は交換を行なう営業を営む場合には、所在地を管轄する都道府県公安委員会の許可を受けなければ

ならない。 

・古物の買取金額が１万円以上の場合及び中古ゲームソフトなどの買取を行なう場合は、相手方の住所、氏名、職

業、年齢が記載された文書の交付を受けなければならない。 

・取引年月日、古物の名目及び数量、古物の特徴、相手方の住所、氏名、職業、年齢等を帳簿等に記載しなければ

ならない。 

(4）賃借物件における差入保証金について 

 当社における直営店舗の出店は賃貸による方法を基本としており、物件の契約時に賃貸人に対し保証金を差入れ

ております。当該保証金は期間満了による契約解消時に契約に従い原則として返還されることになっております

が、賃貸人の経済的破綻等によりその一部又は全額が回収できなくなる可能性があります。また、契約満了時前に

中途解約した場合には、契約内容に従って契約違反金の支払が必要となる場合があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）フランチャイズ加盟店契約 

 当社は、フランチャイジーとの間にフランチャイズ加盟店契約を締結しております。 

１．ティーヴィーパニック・フランチャイズ・チェーン契約 

① 契約の名称 

 ティーヴィーパニック・フランチャイズ・チェーン契約 

② 契約の本旨 

 株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ許諾によるＴＶゲームの販売事業を行うためのフランチャイズ許諾 

③ 加盟に際し要するフランチャイズ加盟金及び保証金 

 フランチャイズ加盟金 2,000千円 

 保証金        2,000千円 

④ 経営指導に関する事項 

 加盟店への研修、講習会開催及び継続的な経営指導 

⑤ 使用を許諾する商標・商号 

 加盟店舗におけるＴＶパニック事業を行うに際し、「ＴＶパニック」の商標、サービスマーク、意匠その

他営業シンボル、著作物の使用を許諾する。 

⑥ ロイヤリティ 

 ＴＶパニック事業における各加盟店ごとの全商品の毎月の売上代金（消費税別）に一定率を乗じてロイヤ

リティを徴収する。 

⑦ 契約の期間、契約の更新に関する事項 

 契約期間はティーヴィーパニック・フランチャイズ・チェーン契約締結日より５ヶ年とする。ただし契約

満了の３ヶ月前までに当事者のいずれかが相手方に対して、何等の申し出がない場合には、更に１ヶ年の期

間自動的に契約が延長し、以後もこれに同様とする。 

２．ｗａｎｐａｋｕ・フランチャイズ・チェーン契約 

① 契約の名称 

 ｗａｎｐａｋｕ・フランチャイズ・チェーン契約 

② 契約の本旨 

 株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ許諾によるＴＶゲームの販売事業を行うためのフランチャイズ許諾 

③ 加盟に際し要するフランチャイズ加盟金及び保証金 

 フランチャイズ加盟金 1,000千円 

 保証金        2,000千円 

④ 経営指導に関する事項 

 加盟店への研修、講習会開催及び継続的な経営指導 

⑤ 使用を許諾する商標・商号 

 加盟店舗におけるｗａｎｐａｋｕ事業を行うに際し、「ｗａｎｐａｋｕ」の商標、サービスマーク、意匠

その他営業シンボル、著作物の使用を許諾する。 

⑥ ロイヤリティ 

 月々120千円（任天堂㈱とのライセンス料を含む）をロイヤリティとして徴収する。 

⑦ 契約の期間、契約の更新に関する事項 

 契約期間はｗａｎｐａｋｕ・フランチャイズ・チェーン契約締結日より５ヶ年とする。ただし契約満了の

１ヶ月前までに当事者のいずれか又は、双方より文章による異議の申し出がない場合には、更に１ヶ年の期

間自動的に契約が延長し、以後もこれに同様とする。 



(2）営業権の一部譲受に関する契約 

 当社は、平成18年７月11日開催の取締役会において、株式会社ライズが運営するＴＶゲーム専門店５店舗を譲受

けることを決議し、平成18年10月１日実施いたしました。 

①譲受ける相手会社の名称 

②譲受ける資産の内容 

③譲受け価額及び決済方法 

(3）当社のその他の契約 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

名 称 株式会社ライズ 

資 産 81,437千円 

負 債 －千円 

譲受け価額 178,989千円 

決済方法 現金決済 

相手先 契約の内容 契約年月日及び期間 

株式会社ソニー・コンピュータ

エンタテインメント 

家庭用ゲーム機器・ソフト等の商品の売買に関する取引基

本契約 

平成６年10月１日 

１ヶ年毎の自動更新 

株式会社トーハンメディアウェ

イブ 

フランチャイズ加盟店の開発、商品販売代金の請求・回収

に関する業務提携基本契約 

平成３年10月10日 

１ヶ年毎の自動更新 

日本出版販売株式会社 
フランチャイズ加盟店の開発、商品販売代金の請求・回収

に関する業務提携基本契約 

平成４年５月１日 

１ヶ年毎の自動更新 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表の作成に当たりましては、一部、見積り及び判断に基づく数値を含んでおります。これらの見積り及び

判断は過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、こ

れらの見積りと異なる場合があります。 

①貸倒引当金 

当社は、売上債権等の貸倒損失に備えて回収不能となる見積額を貸倒引当金として計上しております。 

②有価証券の減損処理 

当社は、金融機関及び取引先等の株式を保有いたしております。これらの株式は株式市場の価格変動リスクを負

っているため、合理的な判断基準に基づき有価証券の減損処理を行なっております。 

③繰延税金資産 

当社は、繰延税金資産について、入手可能な情報や資料に基づき将来の課税所得を見積もっております。 

(2）当事業年度の財政状態に関する分析 

当事業年度における流動資産の残高は4,075,947千円（前事業年度末7,747,248千円）となり、前事業年度末と比

較して3,671,301千円の減少いたしました。主な要因は、現金及び預金の減少1,545,131千円、親会社短期貸付金の

減少1,800,000千円によるものであります。 

固定資産の残高は2,164,264千円（前事業年度末1,966,195千円）となり、前事業年度末と比較して198,069千円

の増加となっております。主な要因は、有形固定資産及びのれん並びにソフトウェアの減価償却、除却、減損処理

等による減少341,074千円、投資有価証券の減少60,275千円、長期差入保証金の増加627,008千円によるものであり

ます。 

流動負債の残高は4,939,098千円（前事業年度末6,287,419千円）となり、前事業年度末と比較して1,348,320千

円の減少となっております。主な要因は、短期借入金の減少1,216,997千円、一年以内返済予定長期借入金の減少

574,980千円によるものであります。 

固定負債の残高は1,186,822千円（前事業年度末1,723,021千円）となり、前事業年度末と比較して536,198千円

の減少となっております。主な要因は、社債の減少270,000千円、長期借入金の減少336,260千円によるものであり

ます。 

純資産の残高は115,849千円（前事業年度末1,710,756千円）となり、前事業年度末と比較して1,594,907千円の

減少となっております。主な要因は、当期純損失の計上1,589,967千円によるものであります。 

(3）当事業年度の経営成績に関する分析 

当事業年度の売上高は38,585,798千円となり、前事業年度の27,871,847千円に比べ10,713,951千円増加（前年同

期比38.4％増）しました。売上増加の主な要因としましては、旧株式会社アクトとの合併及び「ＣＯＭＧ！」、

「ギャングスター」のＦＣ営業権の取得、ダイエー内出店の加速によりＴＶゲーム販売店網が飛躍的に拡大した結

果、ＴＶゲーム関連事業の売上高が前年同期比11,064,026千円増加（前年同期比42.5％増）したことによるもので

す。一方売上総利益については、売上の大幅増加に比べ前年同期比13,512千円増加（前年同期比0.4％増）に留ま

りました。この要因としては、当事業年度は前事業年度に比べＴＶゲーム事業における売上において、ハードの構

成比が高かったこと等による売上総利益率の低下（前年同期比3.8％減）によるものです。また、販売費及び一般

管理費は、売上増加に伴う物流費をはじめとする営業費用の増加に加え、新規出店に伴う地代家賃等の増加、また

合併に伴い増加した人件費他諸経費の削減の進捗の遅れによるものが大きく要因し734,701千円増加（前年同期比

21.5％増）しました。その結果、当事業年度の営業損失は293,374千円となり前事業年度の営業利益427,814千円を

大幅に下回りました。経常損失につきましても営業損失が大きく要因し、前事業年度に比べ732,094千円減少し

318,203千円の損失計上となりました。更に当事業年度において、新規事業でありますポータル事業及びロボット

事業の廃止に伴う事業再編損失、減損損失等の特別損失994,779千円の計上に加え、繰延税金資産の回収可能性に

ついて慎重に検討しました結果、繰延税金資産を全額取り崩すことにより、法人税等調整額として290,337千円を

計上し、当事業年度における当期純損失は前事業年度の当期純利益596千円を大幅に下回る1,589,967千円の損失計

上となりました。 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社の売上高の大半を占めるＴＶゲーム関連事業・ＡＶ関連及び書籍関連事業においては発売されるタイトル・

生産数により大きく左右される傾向があり、メーカーの動向により当社の業績に影響を及ぼす要因となります。 



(5）経営戦略の現状と見通し 

当社の主事業であるＴＶゲーム事業市場は平成９年以来10年振りの成長となり、ゲーム人口が拡大をしておりま

す。また、従来の限定されたゲームユーザー層の枠を超え幅広い年齢層に支持を得るとともに、遊ぶゲームからあ

らゆる生活シーンで使えるコミュニケーションツールへ変化をしつつあります。このような環境の下、当社は、お

客様に「ワクワク」する次世代エンタテインメントを提供できるよう、お客様とのコンタクトポイントである店舗

網の拡大とりわけファミリー層の集客力を持つＧＭＳ（総合スーパー）等へのインショップ展開を図ってまいりま

す。一方、人件費他諸経費の圧縮を最大限に図ることでハード・ソフトのヒットの有無による売上変動要因にも耐

えうる収益構造にしてまいります。 

さらに、ＦＣ加盟店及び直営店における既存店スペースを有効活用した携帯電話販売代理店事業の参入により、

付加価値の創出及び収益拡大をしてまいります。また経営戦略の実行を可能とする組織体制の強化と維持のための

人材育成が不可欠と考えております。このために研修強化による人材のスキルアップと社員のモチベーションを喚

起する人事制度の抜本的な見直しを実施し、社員一人一人がチャレンジ精神をもつ一方で自己責任を追及する企業

風土の改革を目指してまいります。 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当事業年度末の資産につきましては、総資産が6,241,770千円と前事業年度末に比べ、3,479,426千円減少しまし

た。これは主として、現金及び預金の減少1,545,131千円、親会社短期貸付金の減少1,800,000千円によるものであ

ります。また、負債は6,125,921千円と前事業年度末に比べ、1,884,519千円減少しました。これは主として、借入

金及び社債等の有利子負債の減少によるものであります。なお、純資産は115,849千円となりました。 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資活動によるキャッシュ・フローの増

加がありましたが、営業活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローの減少により前事

業年度末に比べて1,176,611千円減少し、150,417千円となりました。 

当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況といたしましては、営業活動の結果使用した資金は819,009千円

となりました。これは主に減価償却費260,300千円、事業再編損失712,226千円、減損損失202,670千円等がありま

したが、税引前当期純損失1,276,293千円、長期差入保証金の増加617,205千円等によるものであります。 

投資活動の結果得られた資金は1,652,854千円となりました。これは主に定期預金の払戻しによる収入472,524千

円、親会社に対する貸付金の回収による収入1,056,125千円、投資有価証券の売却による収入464,727千円等による

ものであります。 

財務活動の結果使用した資金は2,010,457千円となりました。これは主に長期借入金の返済による支出911,240千

円、社債の償還による支出280,000千円、借入担保のための金融機関への預入れ額303,000千円等によるものであり

ます。 

当社においては、ＴＶゲーム業界最大の商戦期であります年末に向け一時的に運転資金が必要となる場合があり

ますが、金融機関及びその他関連会社等からの借入により資金の流動性に関しましては確保できております。 

(7）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社の主事業でありますＴＶゲーム市場は現在活況を呈しているとはいえ、元来新型ハードの売れ行き及び発売

タイトルにより売上が大きく影響される特性があることに加え、オンラインゲームの台頭など情報流通インフラの

進展により経営環境は激しく変化しております。このような環境の中、抜本的な財務体質の改善と事業内容の大幅

な見直しを図ってまいります。不採算事業からの撤退によりＴＶゲーム事業へ資本及び営業力を集中させることに

より、人件費等諸経費の大幅な圧縮を図り収益の確保に努めるとともに、各販路における適正在庫の見直しにより

キャッシュ・フローの改善を図ってまいります。 

更に新たに筆頭株主となりましたジェイオーグループホールディングス株式会社とのシナジーを最大限に追求

し、携帯電話販売代理店事業の展開を図ってまいります。携帯電話の市場はＭＮＰ（ナンバーポータビリティ）開

始以来活性化しており、今後普及台数３億台の成長市場であります。現在既に直営店舗にて導入を進めております

が今後はＦＣ店舗への導入を加速し、収益面での強化を図ってまいります。以上のような方針の下、第28期事業年

度における経営計画として売上高15,953,720千円、営業利益164,153千円、また中期的な経営方針といたしまして

は営業利益率１％を目標としております。 

なお、当社は平成19年12月26日開催の定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、事業年度が３月１日か

ら２月末日となりました。よって、第28期事業年度については、平成19年10月１日から平成20年２月29日までの５

ヶ月となり、経営計画として記載しております売上高及び営業利益についても同期間に対応する計画を記載してお

ります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社は前事業年度に引き続き情報システム構築に重点を置き、設備投資を行なっております。当事業年度の設備投

資は、有形固定資産45,248千円、無形固定資産227,110千円、及び投資その他の資産701千円の合計273,060千円とな

りました。 

 ＴＶゲーム関連事業においては、販売管理・販売支援システムの構築を行なって参りました。また、のれんの取得

97,551千円を実施しております。 

 なお、所要資金は、自己資金、借入金によって調達しております。 

２【主要な設備の状況】 

当社は、多種多様な事業を行なっており、その設備の状況を事業部門別毎に設備の状況を開示する方法によってお

ります。 

当事業年度末における状況は、次のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額「その他」は、車両運搬具、無形固定資産及び投資その他の資産であります。 

２．建物及び構築物の＜ ＞は賃借中の面積を外数で示しております。 

３．従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書しております。 

４．その他の主なものは賃貸用店舗用地であります。 

５．本社建物は賃借物件であり、床面積は2,676.22㎡、年間賃借料は63,999千円であります。 

６．上記の他リース契約並びにレンタル契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率を総合的に勘案して作成しております。 

 なお、当事業年度末における重要な設備の新設、除却の計画はありません。 

ＴＶゲーム関連事業 265,698千円 

ＡＶ関連事業 － 

書籍関連事業 － 

複合カフェ事業 － 

その他事業 － 

計 265,698 

本社及び支店 7,361 

合計 273,060 

  （平成19年９月30日現在）

事業所名 
（主な所在地） 

事業部門別の名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数
(人) 

建物及び
構築物 
(面積㎡) 

器具備品 
土地 

(面積㎡) 
その他 合計 

本社および各支店 

(大阪府豊中市) 

ＴＶゲーム・ＡＶ・

書籍・本社及び支店 

本社社屋及び

直営店舗等 

112,087 

<14,097.85>
47,273 

24,000 

(4.93)
387,930 571,291 

199 

［333］

商品センター 

(大阪府茨木市) 

ＴＶゲーム・ＡＶ・

書籍 

センター施設

設備 
4,463 3,459 

－ 

(－)
－ 7,923 

4 

［ －］

その他 本社及び支店 － 
4,737 

<78.91>
6,435 

79,353 

(77.83)
201 90,728 

－ 

［ －］

合計 － － 
121,288 

<14,176.76>
57,168 

103,353 

(82.76)
388,132 669,943 

203 

［333］

名称 数量(台) 
リース又はレン
タル期間（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

基幹システム及びネットワーク関

連機器 

（所有権移転外ファイナンス・リ

ース） 

48 １～５ 20,027 4,394 

コピー・ファクシミリ等事務機器 

（所有権移転外ファイナンス・リ

ース） 

81 １～５ 10,071 31,594 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 109,452,936 

計 109,452,936 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月27日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 27,363,234 27,363,234 
株式会社ジャスダック証

券取引所 
－ 

計 27,363,234 27,363,234 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成15年12月25日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割（配当可能利益又は準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とする。）又

は株式併合を行う場合、各対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数は、次の算式により調

整されるものとする。 

ただし、かかる調整は、当該時点において対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式についてのみ

行われるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

（調整後生じる１株未満の端数は切り捨てる。） 

２．新株発行価額 

新株予約権の目的たる株式１株当たりの発行価額は、権利付与月の属する月の前月の各日（ただし、取引が

成立しない日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社額面普通株式の午後３時現在における直

近の売買価格の平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げる。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が他社との吸収合併又は新設合併を行う場合、取締役会の決議に基づき、必要と認める発行価額

の調整を行う。 

３．権利行使時においても当社又は100％子会社の取締役、監査役又は従業員（顧問、相談役を含む。）である

ことを要する。 

対象者が死亡した場合には、相続人が権利行使することができない。 

４．平成17年２月17日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付で１株を３株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  
事業年度末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数 14個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 42,000株（注）１,４ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 71円（注）２，４ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年１月15日から 

平成20年１月14日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格    71円 

資本組入額   36円 

（注）４ 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 権利の譲渡、質入、担

保供与その他一切の処分

をすることができない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

分割・併合の比率



② 平成16年12月24日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割（配当可能利益又は準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とする。）又

は株式併合を行う場合、各対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数は、次の算式により調

整されるものとする。 

ただし、かかる調整は、当該時点において対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式についてのみ

行われるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

（調整後生じる１株未満の端数は切り捨てる。） 

２．新株発行価額 

新株予約権の目的たる株式１株当たりの発行価額は、権利付与月の属する月の前月の各日（ただし、取引が

成立しない日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社額面普通株式の午後３時現在における直

近の売買価格の平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げる。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が他社との吸収合併又は新設合併を行う場合、取締役会の決議に基づき、必要と認める発行価額

の調整を行う。 

３．権利行使時においても当社又は100％子会社の取締役、監査役又は従業員（顧問、相談役を含む。）である

ことを要する。 

対象者が死亡した場合には、相続人が権利行使することができない。 

４．平成17年２月17日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付で１株を３株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  
事業年度末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数 ２個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 6,000株（注）１，４ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 123円（注）２，４ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年２月１日から 

平成21年１月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格    123円 

資本組入額   62円 

（注）４ 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 権利の譲渡、質入、担

保供与その他一切の処分

をすることができない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

分割・併合の比率



③ 平成17年12月22日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割（配当可能利益又は準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とする。）又

は株式併合を行う場合、各対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数は、次の算式により調

整されるものとする。 

ただし、かかる調整は、当該時点において対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式についてのみ

行われるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

（調整後生じる１株未満の端数は切り捨てる。） 

２．新株発行価額 

新株予約権の目的たる株式１株当たりの発行価額は、権利付与月の属する月の前月の各日（ただし、取引が

成立しない日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社額面普通株式の午後３時現在における直

近の売買価格の平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げる。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が他社との吸収合併又は新設合併を行う場合、取締役会の決議に基づき、必要と認める発行価額

の調整を行う。 

３．権利行使時においても当社又は100％子会社の取締役、監査役又は従業員（顧問、相談役を含む。）である

ことを要する。 

対象者が死亡した場合には、相続人が権利行使することができない。 

  
事業年度末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数 1,467個 341個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,467,000株 341,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 329円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年３月１日から 

平成22年２月28日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格     329円 

資本組入額   165円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 権利の譲渡、質入、担

保供与その他一切の処分

をすることができない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

分割・併合の比率



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．株式分割（１：３）による増加であります。 

２．転換社債型新株予約権付社債の権利行使による増加であります。 

３．平成17年12月22日開催の定時株主総会における損失処理により資本準備金が882,453千円減少しておりま

す。 

４．平成18年２月１日をもって株式会社アクトと合併しております。合併比率は１：272であり、発行株式総数

が8,105,600株、資本準備金が370,700千円それぞれ増加しております。 

５．平成18年12月28日開催の定時株主総会における損失処理により資本準備金が357,200千円減少しておりま

す。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年５月20日 

（注１） 
10,578,536 15,867,804 － 731,336 － 841,663 

平成17年９月15日 

（注２） 
3,389,830 19,257,634 501,694 1,233,030 498,305 1,339,968 

平成17年12月22日 

（注３） 
－ 19,257,634 － 1,233,030 △882,453 457,514 

平成18年２月１日 

（注４） 
8,105,600 27,363,234 － 1,233,030 370,700 828,214 

平成18年12月28日 

（注５） 
－ 27,363,234 － 1,233,030 △357,200 471,014 



(5）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式74,471株は「個人その他」に74単元、「単元未満株式の状況」に471株を含めて記載しております。 

  平成19年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 7 10 23 2 1 1,325 1,368 － 

所有株式数

（単元） 
－ 1,285 326 17,916 9 3 7,815 27,354 9,234 

所有株式数の

割合（％） 
－ 4.70 1.19 65.50 0.03 0.01 28.57 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

（注）１．上記以外に株式会社クインランドが実質的に保有している証券保管振替機構名義の失念株式が1,000千株あ

り、当該株式を同社の持株数に含めた場合の当社への実質的な出資比率は、25.58％となります。 

２．ジェイオーグループホールディングス株式会社は、平成19年４月27日に、当社の主要株主となりました。 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,001,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 1,001個が含まれております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ジェイオーグループホールデ

ィングス株式会社 
神戸市中央区大日通１丁目２－18 9,083 33.19 

株式会社クインランド 神戸市東灘区向洋町中６丁目９ 6,000 21.93 

浅沼 聡 神戸市東灘区 567 2.07 

土井 丈二 兵庫県西宮市 567 2.07 

株式会社ファースト 大阪府豊中市岡町２番５号 417 1.52 

株式会社トーハン 東京都新宿区東五軒町６－24 360 1.32 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 342 1.25 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 272 0.99 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 270 0.99 

ジェスネット株式会社 札幌市白石区南郷通19丁目北１番35号 217 0.80 

コーホク印刷株式会社 岡山市高柳東町10番27号 217 0.80 

計 － 18,314 66.93 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    74,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  27,280,000 27,280 － 

単元未満株式 普通株式    9,234 － － 

発行済株式総数 27,363,234 － － 

総株主の議決権 － 27,280 － 



②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき新株予約権を発行する方法により、平成15年12月25日、平成16年12月24日及び平成17年12月22日開催の定

時株主総会においてそれぞれ決議されたものであります。また、会社法第236条、第238条並びに第239条の規定

に基づき新株予約権を発行する方法により、平成19年12月26日開催の定時株主総会において決議されたものであ

ります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

① 平成15年12月25日開催の定時株主総会の決議によるもの 

（注） 提出日現在までに従業員３名が退職しております。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ 

大阪府豊中市岡町２

番５号 
74,000 － 74,000 0.27 

計 － 74,000 － 74,000 0.27 

決議年月日 平成15年12月25日 

付与対象者の区分及び人数 従業員３名（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ 



② 平成16年12月24日開催の定時株主総会の決議によるもの 

③ 平成17年12月22日開催の定時株主総会の決議によるもの 

（注） 提出日現在までに取締役２名が退任、従業員９名が退職しております。 

決議年月日 平成16年12月24日 

付与対象者の区分及び人数 従業員１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ 

決議年月日 平成17年12月22日 

付与対象者の区分及び人数 取締役３名、監査役２名、従業員27名（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ 



④ 平成19年12月26日開催の定時株主総会の決議によるもの 

（注）１．株主総会における決議の日（以下、「決議日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割、株式

無償割当又は株式併合等を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。但し、かか

る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

 また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な

範囲で付与株式数を調整するものとする。 

２．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

 行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立

しない日を除く。）のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」とい

う。）の平均値に1.025を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。但し、その金額が割当日の前日の

終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の終値）を下回る場合は、割当日の前日の終値とする。 

 なお、割当日後、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当及び株式併合等を行う場合には、次の算式

により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う

場合、（転換予約権付株式及び強制転換条項付株式の転換並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権の行

使の場合を除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 なお、上記の算式に使用する「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処

分する自己株式数」に読み替えるものとする。さらに、上記のほか、割当日後、行使価額の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

決議年月日  平成19年12月26日 

付与対象者の区分及び人数 
 当社取締役及び従業員に対して、取締役会において決定する

人数。 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

株式の数  800,000株を上限とする。（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  （注）２ 

新株予約権の行使期間  平成21年４月１日から平成26年３月31日までとする。 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使時においても当社の取締役及び従

業員であることを要する。 

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人はその権利を行使す

ることはできない。 

③新株予約権の質入、担保権の設定その他の処分は認められな

いものとする。 

④上記①②③の詳細及びその他の条件については、当社と新株

予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割

当契約書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を

要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注） 当期間における保有自己株式数には、平成19年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含まれておりません。 

３【配当政策】 

当社は株主の皆様に対する利益配分を経営の重要課題の一つであると認識しております。配当金につきましては、

業績を反映させるとともに、今後の事業計画、財務状態等を総合的に勘案したうえで実施することを基本方針として

おりますが、今後の事業展開、事業拡大並びに財務体質の強化など将来に備えた内部留保の充実を図ることで、実績

に裏付けされた利益還元を行ってまいります。 

なお、会社法454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
－ － － － 

その他 

（新株予約権の権利行使） 
12,000 780,000 － － 

保有自己株式数 74,471 － 74,471 － 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第25期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。また、□は株式分割権利落後の株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

最高（円） 320 421 

915 

※409 

□464 

385 242 

最低（円） 150 170 

155 

※155 

□167 

153 66 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 192 167 171 164 145 118 

最低（円） 159 132 138 131 97 66 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 
－ 中原 敏文 昭和35年１月15日生 

昭和57年４月 山陽映画株式会社入社 

平成６年９月 株式会社アクト入社 

平成12年４月 同社取締役就任 

平成17年６月 同社取締役社長就任 

平成18年２月 当社代表取締役副社長就任 

平成19年９月 当社代表取締役社長就任（現

任） 

（注２） 44 

代表取締役 

副社長 
－ 竹澤 薫 昭和46年10月14日生 

平成６年４月 株式会社東芝入社 

平成11年３月 株式会社光通信入社 

平成17年１月 株式会社ＥＩＧＥＮＶＥＣ取

締役就任 

平成17年10月 ジェイオーグループホールデ

ィングス株式会社執行役員財

務本部長 

平成17年10月 株式会社ネオ・ダイキョー自

動車学院代表取締役就任（現

任） 

平成18年７月 株式会社シェアードサービス

株式会社設立 代表取締役就

任 

平成18年８月 ジェイオーグループホールデ

ィングス株式会社取締役財務

本部長 

平成19年１月 株式会社ジェイオープランニ

ング代表取締役就任（現任） 

平成19年３月 ジェイオートラベル株式会社

代表取締役就任 

平成19年６月 ジェイオーグループホールデ

ィングス株式会社取締役ディ

ストリビューションセグメン

ト長就任（現任） 

平成19年９月 当社取締役就任 

平成19年12月 当社代表取締役副社長就任

（現任） 

（注３） － 

取締役 － 垂見 潤一 昭和43年６月３日生 

平成３年９月 株式会社ジョイントベンチャ

ー設立 代表取締役就任（現

任） 

平成15年９月 ジェイ・ブイ・シー株式会社

取締役就任 

平成16年４月 同社代表取締役就任（現任） 

平成16年４月 ジェイオー建設株式会社入社

 顧問 

平成16年６月 同社取締役就任（現任） 

平成17年４月 ジェイオーグループホールデ

ィングス株式会社取締役就任 

平成18年８月 同社取締役事業戦略担当（現

任） 

平成19年９月 当社取締役就任（現任） 

（注３） － 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役 － 和田 英明 昭和48年12月13日生 

平成９年４月 株式会社光通信入社 

平成14年４月 同社ネットワーク事業部長 

平成15年４月 同社ＴＭ事業本部町 

平成15年10月 株式会社コール・トゥ・ウェ

ブ代表取締役社長就任（現

任） 

平成16年２月 株式会社光通信ＴＭ事業本部

長兼ＳＨＯＰ事業本部長 

平成16年６月 同社取締役就任 

平成17年４月 株式会社ジェイコミュニケー

ション代表取締役社長就任 

平成17年４月 株式会社光通信ネットワーク

事業本部長 

平成17年７月 テレコムサービス株式会社代

表取締役副社長就任 

平成17年12月 株式会社インフォサービス代

表取締役社長就任（現任） 

平成17年12月 株式会社オーク情報通信代表

取締役社長就任 

平成18年２月 株式会社オービーエム代表取

締役社長就任（現任） 

平成19年４月 株式会社光通信常務取締役就

任（現任） 

平成19年９月 当社取締役就任（現任） 

（注３） － 

取締役 

店舗営業部ゼ

ネラルマネー

ジャー兼モバ

イル営業部ゼ

ネラルマネー

ジャー 

大石 一生 昭和44年７月３日生 

平成７年10月 株式会社大謙グローバル設立

代表取締役就任（現任） 

平成10年５月 株式会社ジェイ・コミュニケ

ーション設立 代表取締役就

任 

平成14年９月 同社代表取締役退任 

平成19年10月 当社執行役員店舗営業部ゼネ

ラルマネージャー兼モバイル

営業部ゼネラルマネージャー 

平成19年12月 当社取締役店舗営業部ゼネラ

ルマネージャー兼モバイル営

業部ゼネラルマネージャー就

任（現任） 

（注４） － 

取締役 

店舗営業部ゼ

ネラルマネー

ジャー兼モバ

イル営業部ゼ

ネラルマネー

ジャー 

近藤 謙二 昭和44年10月１日生 

平成７年10月 株式会社大謙グローバル設立

代表取締役就任（現任） 

平成10年５月 株式会社ジェイ・コミュニケ

ーション設立 取締役就任 

平成14年９月 同社取締役退任 

平成19年10月 当社執行役員店舗営業部ゼネ

ラルマネージャー兼モバイル

営業部ゼネラルマネージャー 

平成19年12月 当社取締役店舗営業部ゼネラ

ルマネージャー兼モバイル営

業部ゼネラルマネージャー就

任（現任） 

（注４） － 

取締役 

経理部ゼネラ

ルマネージャ

ー 

林 篤志 昭和42年12月25日生 

平成３年１月 増田会計事務所入所 

平成12年９月 株式会社ジェイ・コミュニケ

ーション入社 

平成15年10月 株式会社大謙グローバル入社 

平成19年10月 当社執行役員経理部ゼネラル

マネージャー 

平成19年12月 当社取締役経理部ゼネラルマ

ネージャー就任（現任） 

（注４） － 

 



（注）１．監査役壱岐雅志及び日野利泰は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．平成18年12月28日開催の定時株主総会決議による選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までであります。 

３．平成19年９月４日開催の臨時株主総会決議による選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までであります。 

４．平成19年12月26日開催の定時株主総会決議による選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までであります。 

５．平成18年12月28日開催の定時株主総会決議による選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までであります。 

６．平成17年７月20日開催の臨時株主総会決議による選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役 － 柏木 克彦 昭和28年12月15日生 

昭和62年11月 当社入社 

平成16年９月 当社退社 

平成17年４月 当社監査役就任（現任） 

（注５） － 

監査役 － 壱岐 雅志 昭和42年５月28日生 

平成５年10月 大田昭和監査法人（現新日本

監査法人）入社 

平成11年４月 公認会計士登録 

平成14年４月 壱岐公認会計士事務所 所長

（現任） 

平成17年７月 当社監査役就任（現任） 

（注６） － 

監査役 － 日野 利泰 昭和36年８月11日生 

平成４年10月 監査法人朝日新和会計社（現

あずさ監査法人）入社 

平成９年４月 公認会計士登録 

平成15年10月 日野総合会計事務所所長（現

任） 

平成15年11月 税理士登録 

平成18年12月 当社監査役就任（現任） 

（注５） － 

        計   44 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方 

 当社はコーポレート・ガバナンスを経営の最重要課題の一つと位置付けており、経営環境の変化に迅速かつ的確

に対応できる組織体制と経営の透明性、公平性に向けたチェック機能の充実化を図っております。 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しております。監査役は３名で構成され、このうち２名が社外監査役であり、取締役

会をはじめ社内の重要な会議に出席し業務の執行状況を監視しております。取締役会は取締役５名で構成されて

おりましたが、平成19年６月に１名が退任し、平成19年９月４日の臨時株主総会において１名が退任するととも

に３名が選任され、平成19年10月に２名が退任し、また平成19年12月26日の定時株主総会において３名が選任さ

れたことで、現在は７名で構成されております。また平成19年12月26日の定時総会におきまして、取締役の責任

を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応することを目的として取締役の任期を１年とすることを決議いたしま

した。取締役会は定例とし毎月１回開催し、経営の基本方針やその他経営に関する重要事項を決定するととも

に、牽制機能として監査役が職務遂行状況の監査を行っております。また、平成17年２月より「経営の意思決定

機能」、「管理監督機能」及び「業務執行機能」の分離を図り、各機関の役割と責任の明確化を図ることを目的

として執行役員制度を導入しております。 

② 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社は内部監査室（２名）を設置し、監査役と緊密な連携をとり、内部監査規定に基づく社内監査を実施して

おります。実施した事項のうち重要な事項については代表取締役等に報告するとともに、各部門への提言を行っ

ております。また、監査役及び会計監査人は、原則として監査結果報告会を開催し、監査結果の交換等を通じて

相互連携を図っております。 

③ 会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、米沢顕及び瀧川佳秀であり、あずさ監査法人に所属しており、

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名及び会計士補等12名であります。 

④ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社と当社の社外監査役２名との間に人的関係、資本的関係、又は重要な取引関係、その他の利害関係はあり

ません。なお、当社には社外取締役は在籍しておりません。 

⑤ リスク管理体制の整備の状況 

 当社では、取締役会とは別に原則として毎週１回、役員及び経営幹部層で構成する経営会議を開催し、重要テ

ーマに関して情報の共有化を図るとともに活発な意見交換を行うことにより、経営環境の変化に的確に対応した

情報の把握と方針を検討し、迅速且つ適切な経営に努めております。また、社外からのリスク情報については、

顧問弁護士や監査法人等から入手するとともに、公正・適切な助言・指導を受けております。 

(3）役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の役員及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであ

ります。 

(4）取締役の定数 

 当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。 

役員報酬   監査報酬 

取締役に支払った報酬  73,264千円   
公認会計士法第２条第１項に規定する

業務に基づく報酬 
20,000千円 

監査役に支払った報酬 7,749千円   
上記以外の業務に基づく報酬はありあ

ません。 
  

計 81,014千円       



(5）取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行なう旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によら

ないものとする旨を定款に定めております。 

(6）株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

① 自己の株式の取得 

 当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議に

よって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。 

② 中間配当 

 当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、毎年３月31日を基準日とし

て中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

 なお、第27回定時株主総会の決議で事業年度の末日を２月末日とする旨定款変更を行なったことにより毎年８

月31日を基準日として中間配当をすることができる旨定款を変更しております。 

(7）株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行なう旨を定款に定めております。これは、株主総会に

おける特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行なうことを目的とするものでありま

す。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

当社の唯一の連結子会社でありました株式会社ウェブベースは、前連結会計年度（平成17年10月１日から平成18

年９月30日まで）の平成18年６月に全部取得条項付種類株式の取得及び当該株式の無償消却を行い、当社の持分比

率がゼロとなりました。 

これに伴い、株式会社ウェブベースは当社の子会社でなくなりました。よって、当事業年度においては、連結財

務諸表を作成しておりません。 

なお、前連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は改正前の連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日ま

で）及び前事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、並び

に、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日ま

で）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年10月大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準      0.0％ 

売上高基準     0.0％ 

利益基準      0.0％ 

利益剰余金基準   0.0％ 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 当社の唯一の連結子会社でありました株式会社ウェブベースは、前連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月

30日まで）の平成18年６月に全部取得条項付種類株式の取得及び当該株式の無償消却を行い、当社の持分比率がゼロにな

りました。 

 これに伴い、株式会社ウェブベースは当社の子会社ではなくまりました。この結果、前連結会計年度（平成17年10月１

日から平成18年９月30日まで）において、連結子会社は存在しません。よって、連結財務諸表については、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書を作成し、連結貸借対照表及び連結附属明細表は作成

しておりません。 



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  28,105,929 100.0 

Ⅱ 売上原価  24,281,659 86.4 

返品調整引当金調整前
売上総利益 

 3,824,270 13.6 

返品調整引当金繰入額  1,445 0.0 

売上総利益  3,822,824 13.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,6 3,510,490 12.5 

営業利益  312,334 1.1 

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  25,037 

２．受取手数料  6,958 

３．保険解約返戻金  25,714 

４．その他  11,509 69,219 0.2 

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  74,069 

２．社債発行費償却  2,991 

３．貸倒引当金繰入額  957 

４．その他  10,620 88,639 0.3 

経常利益  292,914 1.0 

Ⅵ 特別利益  

１．投資有価証券売却益  10,659 

２．固定資産売却益 ※２ 40 

３．販売協力金  28,661 

４．店舗等売却益  44,610 

５．事業譲渡益  70,000 153,972 0.6 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失  

１．役員退職慰労金  100,000 

２．固定資産除却損 ※３ 18,706 

３．商品廃棄損失 ※４ 60,003 

４．投資有価証券評価損  23,204 

５．事業再編損失 ※８ 63,890 

６．貸倒引当金繰入額  188,985 

７．連結調整勘定一時償却
額 

※７ 17,875 

８．減損損失 ※５ 54,275 

９．その他  10,410 537,352 1.9 

税金等調整前当期純損
失 

 90,464 0.3 

法人税、住民税及び事
業税 

 16,967 

法人税等調整額  △105,683 △88,715 △0.3 

少数株主損失  15,008 0.0 

当期純利益  13,260 0.0 

   



③【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日  至 平成18年９月30日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

平成17年９月30日残高 
（千円） 

1,233,030 1,340,190 △885,114 △10,225 

連結会計年度中の変動額   

欠損填補   △882,675 882,675 

合併による受入   370,700 △363,961 

当期純利益   13,260 

自己株式の取得   △189 

自己株式の処分   1,071 5,283 

株主資本以外の項目の連結
会計期間中の変動額(純額) 

  

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

－ △510,904 531,974 5,094 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

1,233,030 829,285 △353,139 △5,131 

  

株主資本 評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
株主資本合計 

その他有価証券 
評価差額金 

平成17年９月30日残高 
（千円） 

1,677,881 10,929 15,008 1,703,819 

連結会計年度中の変動額   

欠損填補 － － 

合併による受入 6,738 6,738 

当期純利益 13,260 13,260 

自己株式の取得 △189 △189 

自己株式の処分 6,354 6,354 

株主資本以外の項目の連結
会計期間中の変動額(純額) 

  △4,218 △15,008 △19,227 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

26,164 △4,218 △15,008 6,936 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

1,704,045 6,710 － 1,710,756 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  

税金等調整前当期純損失   △90,464 

減価償却費   246,846 

長期前払費用償却   3,354 

社債発行費償却   2,991 

新株発行費償却   3,075 

連結調整勘定償却額   17,875 

貸倒引当金の増加額   192,176 

賞与引当金の増加額   23,958 

退職給付引当金の増加額   8 

返品調整引当金の増加額   1,445 

投資有価証券売却益   △10,659 

投資有価証券評価損   23,204 

役員退職慰労金   100,000 

事業再編損失   63,890 

固定資産売却益   △40 

店舗等売却益   △44,610 

事業譲渡益   △70,000 

固定資産除却損   18,706 

減損損失   54,275 

売上債権の減少額   415,515 

テナント未収入金の増加額   △182,740 

たな卸資産の増加額   △240,875 

仕入債務の減少額   △31,087 

未収入金の減少額   9,207 

受取利息及び受取配当金   △26,791 

支払利息   74,069 

その他流動資産の増加額   △29,338 

前払年金費用の増加額   △18,698 

その他流動負債の減少額   △121,162 

預り保証金の減少額   △3,549 

小計   380,585 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

利息及び配当金の受取額   23,446 

利息の支払額   △67,466 

役員退職慰労金の支払額   △100,000 

法人税等の支払額   △10,835 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  225,729 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  

定期預金の預入による支出   △21,716 

定期預金の払戻による収入   118,023 

有形固定資産の売却による収
入 

  35,470 

有形固定資産の取得による支
出 

  △53,669 

投資有価証券の取得による支
出 

  △8,283 

投資有価証券の売却による収
入 

  39,238 

子会社株式の取得による支出   △17,875 

連結範囲の変更を伴う子会社
株式の売却による支出 

  △22,732 

親会社に対する貸付けによる
支出 

  △6,880,000 

親会社に対する貸付金の返済
よる収入 

  6,280,000 

貸付けによる支出   △510,000 

貸付金の返済による収入   180,704 

ソフトウェアの取得による支
出 

  △73,122 

のれんの取得による支出   △404,761 

のれんの売却による収入   24,863 

その他の支出   △67,519 

その他の収入   170,416 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △1,210,963 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  

短期借入による収入   7,764,000 

短期借入金の返済による支出   △7,835,000 

長期借入による収入   856,540 

長期借入金の返済による支出   △1,116,523 

社債の発行による収入   295,325 

社債の償還による支出   △160,000 

新株引受権及び新株予約権の
行使による収入 

  6,354 

自己株式の取得による支出   △189 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △189,492 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
（△減少額） 

  △1,174,727 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,069,022 

Ⅶ 合併に伴う現金及び現金同等物
の増加額 

  432,734 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   1,327,029 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 

  

(1）連結子会社数       －社 

株式会社ウェブベースは、平成18年

６月に全部取得条項付種類株式の取得

及び当該株式の無償消却を行い、当社

の持分比率がゼロとなったため、連結

の範囲から除いております。 

この結果、当連結会計年度末におい

て連結子会社は存在しません。よって

連結財務諸表については、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結キャッシュ・フロー計算書を作成

し、連結貸借対照表及び連結附属明細

表は作成しておりません。 

なお、連結損益計算書、連結株主資

本等変動計算書及び連結キャッシュ・

フロー計算書に含まれる株式会社ウェ

ブベースの会計期間は平成17年10月１

日から平成18年３月31日であります。 

  （2）非連結子会社の名称 

有限会社ビッグウェスト 

ＷＡＮＰＡＫＵ Ｕ．Ｓ．Ａ．ＣＯ． 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも子会社とし

ての支配が一時的と認められるため、

連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社数 

－社 

  (2）持分法を適用していない非連結子会

社２社（有限会社ビッグウェスト、 

ＷＡＮＰＡＫＵ Ｕ．Ｓ．Ａ．Ｃ

Ｏ．）は、財務及び営業、又は事業の

方針に対する影響が一時的と認められ

るため、持分法の範囲から除外してお

ります。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次のとおりであります。 

株式会社ウェブベース 

３月31日 

 なお、連結決算日現在で本決算に準じ

た仮決算を行った財務諸表を基礎として

おります。 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  

  

(イ)有価証券 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

  

  

(ロ)たな卸資産 

(1）ＣＤ、ゲームソフト及び関連商品

並びに中古書籍 

総平均法による原価法 

  

  

(2) ゴルフクラブ 

 個別法による原価法 

  

  

(3）新刊書籍及び雑貨 

 売価還元法 

  

  

(4）その他の商品 

 最終仕入原価法 

  

  

(5）製品 

 個別法による原価法 

  

  

(6）仕掛品 

 個別法による原価法 

  

  

(ハ)デリバティブ 

 時価法 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

 主として定率法 

 ただし、取引先に対して貸与してい

る器具備品については、定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び附属設備 ３年から39年 

  

  

(ロ)少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円未満の

資産については、３年均等償却 

  

  

  

(ハ)無形固定資産 

(1）ソフトウェア 

 自社利用ソフトウェアについては

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法 

 市場販売目的ソフトウェアについ

ては、販売可能有効期間に基づく定

額法 

  

  

(2）のれん 

 ５年間で均等償却 

  

  

(ニ)長期前払費用 

 定額法 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

(イ)社債発行費 

 ３年間で均等償却 

 
(ロ)新株発行費 

 ３年間で均等償却 

(4）重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

  

  

(ロ)賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、当連結会計年度の負担すべき支

給見込額を計上しております。 

  

  

(ハ)返品調整引当金 

出版物の返品による損失に備えるた

め、一定期間の売上高に返品実績率及

び売買利益率を乗じて算出した損失見

込額を計上しております。 

  （追加情報） 

当連結会計年度より新たにロボット

事業を開始し、ロボット専門誌を出版

したことに伴い、当該出版物の返品に

よる損失に備えるため、一定期間の売

上高に返品実績率及び売買利益率を乗

じて算出した損失見込額を返品調整引

当金として計上しております。 

  

  

(ニ)退職給付引当金 

 従業員の退職に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び

年金資産に基づき、当連結会計年度末

において発生している額を計上してお

ります。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

(イ)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては特例処理によ

っております。 

  

  

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 金利スワップを手段として、契約時

に存在する借入金を対象としておりま

す。 

  

  

(ハ)ヘッジ方針 

 社内規程においてヘッジの手段と対

象を定め、金利変動リスクをヘッジす

る目的で行っております。 

  

  

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計又は相場変動とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しております。た

だし、特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価を省略

しております。 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

―――――― 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 



会計方針の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税金等調整前当期純損失が54,275千円増加

しております。 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は1,710,756千円

であります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

（損益計算書） 

「保険解約返戻金」は前連結会計年度まで営業外収益

の「その他」に含めて表示しておりましたが営業外収益

の総額の100分の10を超えたため区分掲記いたしました。 

なお、前連結会計年度における「保険解約返戻金」の

金額は128千円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「役員退職慰労

金の支払額」は、金額的重要性が増したため区分掲記し

ております。 

 なお、前連結会計年度の「役員退職慰労金の支払額」

は、△11,010千円であります。 



注記事項 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与手当 1,084,031千円

地代家賃 437,993 

賞与引当金繰入額 121,782 

退職給付費用 4,769 

貸倒引当金繰入額 2,381 

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

器具備品 40千円

計 40 

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 12,332千円

器具備品 4,627 

特許権 1,746 

計 18,706 

※４．商品廃棄損失の内訳は次のとおりであります。 

新品ソフト 25,500千円

中古ソフト 4,506 

その他 29,996 

計 60,003 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※５．当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。 

場所 用途 種類 
金額 

（千円） 

大阪府豊中市 賃貸用資産 土地 49,461 

岡山県岡山市 
ほか 

店舗 
建物、器具
備品ほか 

4,814 

合計 － － 54,275 

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小

単位として店舗ごとに、また、賃貸用資産については、

物件ごとにグルーピングを行っております。 

地価の継続的な下落及び賃貸相場の低迷により、一部

の賃貸用資産につきましては時価が著しく下落している

ため、また、売上の不振により、一部の店舗につきまし

ては営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続して

マイナスとなっているため、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

いたしました。 

減損損失の内訳 

建物 2,243千円

器具備品 2,163 

土地 49,461 

その他 408 

計 54,275 

なお、当資産グループの回収可能価額につきまして

は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローを3.8％で割り引いて算定しております。 

※６．研究開発費の総額 

販売費及び一般管理費に含まれ

る研究開発費 
5,008千円

※７．提出会社の個別財務諸表上、子会社（株式会社ウ

ェブベース）株式の評価減を行ったことに伴い、同

社に係る連結調整勘定を一時償却したものでありま

す。 

※８．事業再編損失の内訳は、次のとおりであります。 

子会社整理損失 63,890千円

計 63,890 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日  至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）１．平成18年２月1日をもって株式会社アクトと合併したことにより、発行済株式総数が8,105,600株増加し

ております。 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加600株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少90,000株は、ストック・オプションとしての新株予約権の行使によ

る減少であります。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 該当事項はありません。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

株式の種類 
前連結会計年度末 

（株） 
増加 

（株） 
減少 

（株） 
当連結会計年度末 

（株） 

普通株式 19,257,634 8,105,600 － 27,363,234 

株式の種類 
前連結会計年度末 

（株） 
増加 

（株） 
減少 

（株） 
当連結会計年度末 

（株） 

普通株式 175,871 600 90,000 86,471 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．株式会社ウェブベースが連結子会社で無くなったこ

とに伴う売却時の資産及び負債の内訳は以下のとおり

であります。 

流動資産 181,155千円

固定資産 251,327 

流動負債 453,625 

固定負債 62,250 

２．株式会社アクトとの合併により引継いだ資産及び負

債の内訳は以下のとおりであります。 

流動資産 3,196,308千円

固定資産 486,148 

流動負債 3,087,760 

固定負債 587,098 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年９月30日） 

 １．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度については、連結貸借対照表を作成していないため、その他有価証券で時価のあるもの、時価

評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額、その他有価証券のうち満期があるものの今後

の償還予定額については、個別財務諸表における注記事項として記載しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

当連結会計年度については、連結貸借対照表を作

成していないため、記載しておりません。 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

当連結会計年度については、連結貸借対照表を作

成していないため、記載しておりません。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

当連結会計年度については、連結貸借対照表を作

成していないため、記載しておりません。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

39,238 10,659 － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成18年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

（注）１．時価の算定方法 

     取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

(1）取引の内容 

 当社グループの利用しているデリバティブ取引は、

金利スワップ取引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社グループは、現在及び将来の金利変動リスクを

軽減又は回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社グループのデリバティブ取引は、借入金利等の

将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを

回避する目的で利用しています。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っており、その方法等は、「連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項」４(6)に記載したとおりであ

ります。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 当社グループが利用している金利関連のデリバティ

ブ取引については、市場金利の変動によるリスクを有

しています。 

 なお、当社グループのデリバティブ取引の契約先

は、いずれも、信用度の高い国内の取引金融機関であ

るため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんど

ないと認識しています。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、財経

部が、決裁担当者の承認を得て行っています。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、又は、計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ

りません。 

対象物の種類 取引の種類 契約金額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 200,000 △1,521 △1,521 



（退職給付関係） 

（ストック・オプション等関係） 

前連結会計年度（自 平成17年10月1日  至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注） 上記に記載された株式数は、平成17年５月20日付株式分割（株式１株につき３株）による株式分割後の株式数

に換算して記載しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．企業の採用する退職給付制度 

 退職一時金制度及び企業年金制度 

２．退職給付債務等の内容 

(1）退職給付債務及びその内訳 

 当連結会計年度については、連結貸借対照表を作

成していないため、個別財務諸表における注記事項

として記載しております。 

(2）退職給付費用の内訳 

勤務費用 21,397千円

運用益 16,628 

退職給付費用 4,769 

(3）退職給付債務等の計算基礎 

 自己都合退職による期末要支給額 

決議年月日 平成14年12月25日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日 

付与対象者の区分及

び人数 

子会社取締役 １名 

当社従業員  ５名 

当社取締役 ２名 

当社従業員 16名 
当社従業員 １名 

当社取締役 ９名 

当社監査役 ３名 

当社従業員 34名 

ストック・オプショ

ン数（注） 
普通株式 42,000株 普通株式 228,000株 普通株式  6,000株 普通株式 1,920,000株 

付与日 平成15年１月15日 平成16年１月15日 平成17年２月1日 平成18年２月16日 

権利確定条件 

付与日（平成15年１

月15日）以降、権利

確定日（平成17年１

月14日）まで、当社

又は当社の完全子会

社の取締役、監査役

又は従業員（顧問、

相談役を含む。）で

あること。 

付与日（平成16年１

月15日）以降、権利

確定日（平成18年１

月14日）まで、当社

又は当社の完全子会

社の取締役、監査役

又は従業員（顧問、

相談役を含む。）で

あること。 

付与日（平成17年２

月１日）以降、権利

確定日（平成19年１

月31日）まで、当社

又は当社の完全子会

社の取締役、監査役

又は従業員（顧問、

相談役を含む。）で

あること。 

付与日（平成18年２

月16日）以降、権利

確定日（平成20年２

月29日）まで、当社

又は当社の完全子会

社の取締役、監査

役、従業員、顧問、

又は相談役のいずれ

かであること。 

対象勤務期間 
平成15年１月15日～ 

平成17年１月14日 

平成16年１月15日～ 

平成18年１月14日 

平成17年２月１日～ 

平成19年１月31日 

平成18年２月16日～ 

平成20年２月29日 

権利行使期間 
平成17年１月15日～ 

平成19年１月14日 

平成18年１月15日～ 

平成20年１月14日 

平成19年２月１日～ 

平成21年１月31日 

平成20年３月１日～ 

平成22年２月28日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

②単価情報 

 （注） 平成17年５月20日付をもって１株を３株に分割しており、平成14年12月25日及び平成15年12月25日決議のスト

ック・オプションは付与時の権利行使価格の調整を行っております。 

（税効果会計関係） 

  （単位：株） 

決議年月日 平成14年12月25日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日 

権利確定前         

前連結会計年度末

未確定残 
－ 180,000 6,000 － 

付与 － － － 1,920,000 

失効 － 6,000 － － 

権利確定 － 174,000 － － 

当連結会計年度末

未確定残 
－ － 6,000 1,920,000 

権利確定後        

前連結会計年度末 

未行使残 
18,000 － － － 

権利確定 － 174,000 － － 

権利行使 6,000 84,000 － － 

失効 － 6,000 － － 

当連結会計年度末

未行使残 
12,000 84,000 － － 

  （単位：円） 

決議年月日 平成14年12月25日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日 

権利行使価格 65 71 123 329 

行使時平均株価 337 264 － － 

公正な評価単価（付

与日） 
－ － － － 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

当連結会計年度については、連結貸借対照表を作成

していないため、記載しておりません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳について

は、税金等調整前当期純損失を計上しているため、記

載を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分をベースに商品の種類・性質の類似性を考慮して区分しておりま

す。 

２．各事業の主な取扱商品 

(1）ＴＶゲーム関連事業………テレビゲームソフトやハード・パーツの販売、ＦＣ展開に伴うロイヤリティ収

入 

(2) ＡＶ関連事業………………ＣＤ、ビデオソフト等ＡＶ関連商品の販売、レンタル 

(3) 書籍関連事業………………書籍、雑貨等の販売 

(4) コンピュータ事業…………コンピュータソフトウエア等の販売 

(5) 複合カフェ事業……………複合カフェの企画運営及び複合カフェ向けのＴＶゲーム卸代行店事業 

(6) その他事業…………………Ｇｌｅｐ事業（Ｗｅｂ事業）・ゴルフ事業・ロボット事業 

なお、コンピュータ事業を行う株式会社ウェブベースは、平成18年６月に全部取得条項付種類株式の取得

及び当該株式の無償消却を行い、当社の持分比率がゼロとなったため、当連結会計年度において連結子会社

でなくなっております。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度    735,251

千円であります。その主なものは、当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

５．資産については、連結貸借対照表を作成していないため記載しておりません。 

６．事業区分の方法の変更 

事業区分は、従来、「ＴＶゲーム関連事業」、「ＡＶ関連事業」、「書籍関連事業」、「コンピュータ事

業」の４区分によっていましたが、当連結会計年度より、「ＴＶゲーム関連事業」、「ＡＶ関連事業」、「書

籍関連事業」、「コンピュータ事業」、「複合カフェ事業」、「その他事業」の６区分に変更いたしました。

従来、「複合カフェ事業」は「ＴＶゲーム関連事業」に含めておりましたが、株式会社アクトとの合併及び

合併を契機とした組織変更に伴い、組織再編後の業績管理の実態を考慮し、事業の種類別セグメント情報の有

用性を高めるために、区分することといたしました。 

当期より新たに「Ｇｌｅｐ事業（Ｗｅｂ事業）」及び「ロボット事業（ロボット専門誌の出版事業）」を開

始しております。また、合併により、株式会社アクトより「ゴルフ事業」を引き継いでおり、これらの相対的

重要性を勘案し「その他事業」に含めております。 

なお、前連結会計年度について、当連結会計年度の事業区分によった場合の種類別セグメント情報は次のと

おりであります。 

  
ＴＶゲーム
関連事業 
（千円） 

ＡＶ関連事
業（千円） 

書籍関連事
業（千円） 

コンピュー
タ事業 
（千円） 

複合カフェ
事業 

（千円） 

その他事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高                  

(1）外部顧客に対

する売上高 
26,015,796 578,470 293,870 234,082 746,649 237,060 28,105,929 － 28,105,929 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ － － － － － － ( － ) － 

計 26,015,796 578,470 293,870 234,082 746,649 237,060 28,105,929 ( － ) 28,105,929 

営業費用 24,891,503 547,026 285,492 354,421 679,457 300,440 27,058,343 735,251 27,793,595 

営業利益又は

営業損失(△) 
1,124,292 31,443 8,377 △120,339 67,191 △63,380 1,047,585 (735,251) 312,334 

Ⅱ 資産、減価償却

費及び資本的支

出 

                  

資産 － － － － － － － － － 

減価償却費 134,842 2,736 3,784 67,878 12,476 2,447 224,165 29,486 253,651 

資本的資出 468,720 4,327 3,215 4,981 6,485 5,656 493,385 43,033 536,418 



前連結会計年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はあ

りません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
ＴＶゲーム
関連事業 
（千円） 

ＡＶ関連事
業（千円） 

書籍関連事
業（千円） 

コンピュー
タ事業 
（千円） 

複合カフェ
事業 

（千円） 

その他事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高                  

(1）外部顧客に対

する売上高 
16,494,872 4,220,879 391,700 788,826 454,172 － 22,350,451 － 22,350,451 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ － － 1,714 － － 1,714 (1,714) － 

計 16,494,872 4,220,879 391,700 790,540 454,172 － 22,352,165 (1,714) 22,350,451 

営業費用 15,819,224 4,148,297 419,519 1,066,924 479,738 － 21,933,705 530,784 22,464,490 

営業利益又は

営業損失(△) 
675,647 72,581 △27,819 △276,384 △25,565 － 418,460 (532,499) △114,039 

Ⅱ 資産、減価償却

費及び資本的支

出 

                  

資産 1,555,220 225,386 112,276 802,758 90,004 － 2,785,645 4,097,780 6,883,426 

減価償却費 12,175 19,686 7,454 169,271 18,754 － 227,342 73,778 301,121 

資本的支出 3,837 9,698 1,820 272,016 3,067 － 290,439 4,538 294,978 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

２．上記以外に、親会社が実質的に所有している証券保管振替機構名義の失念株式が4,500,000株あり、当該株

式を持株数に含めた場合の当社への実質的な出資比率は、58.46％となります。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．当社が賃借している営業店舗等の賃借契約に対して個人保証を受けているものであります。なお、取引金額

は年間の賃借料であり、当期末において債務保証残高はありません。 

２．本社ビルの賃借は近隣の家賃を参考にして、同等の価格によっております。 

３．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

属性 
会社等の
名  称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼務等 
事業上
の関係 

親会社 
㈱クイン

ランド 

神戸市 

東灘区 
6,950,144 

ウェブマー

ケティング

戦略企画、

構築、運営

支援 

(被所有) 

直接 

50.87％ 

（注２） 

役員の

兼任 

２名 

－ 
資金の貸付 

（注１） 
6,880,000 

親会社 

短期貸付

金 

1,800,000

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼務等 
事業上
の関係 

役員 浅沼 聡 － － 
当社 

取締役 

(被所有) 

直接 

2.49％ 

－ － 
債務保証 

（注１） 

8,694 

（注１） 
－ － 

役員及び近

親者が議決

権の過半数

を所有して

いる会社等 

㈱ファー

スト 

大阪府豊

中市岡町 
10,000 

不動産賃貸

業、ドッグ

フード事

業、インタ

ーネットシ

ョップ運営

及び指導 

(被所有) 

直接 

1.83％ 

役員の

兼任 

２名 

設備の 

賃借 

本社ビルの

賃借 

63,999 

（注２） 
－ － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 －

１株当たり当期純利益 54銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 54銭

当連結会計年度については、連結貸借対照表を作成し

ていないため、１株当たり純資産額は記載しておりませ

ん。 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり当期純利益   

当期純利益(千円) 13,260 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 13,260 

期中平均株式数（株） 24,486,645 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益額   

当期純利益調整額（千円） － 

普通株式増加数（株） 125,246 

（うち自己株式取得方式によるストック

オプション） 
(125,246) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成17年12月22日定時株主総会決

議による自己株式取得方式のスト

ック・オプション（株式の数

1,920,000株） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

―――――― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 ※１ 1,969,049 423,917 

２．売掛金 1,480,177 1,481,721 

３．テナント未収入金 182,740 204,417 

４．商品 1,723,406 1,594,552 

５．製品 8 － 

６．仕掛品 288 － 

７．前渡金 40,296 4,694 

８．前払費用 59,980 42,539 

９．繰延税金資産 265,820 － 

10．親会社短期貸付金 1,800,000 － 

11．未収入金 ※３ 230,240 71,615 

12．立替金 9,428 － 

13．預け金 ※１ － 303,020 

14．その他   2,823 6,440 

貸倒引当金 △17,012 △56,971 

流動資産合計 7,747,248 79.7 4,075,947 65.3

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物 666,510 622,447   

減価償却累計額 502,098 164,412 502,069 120,377 

(2）構築物 2,330 2,197   

減価償却累計額 1,196 1,134 1,286 911 

(3）車両運搬具 6,866 6,866   

減価償却累計額 6,523 343 6,523 343 

(4）器具備品 332,363 315,746   

減価償却累計額 259,126 73,236 258,577 57,168 

(5）土地 103,353 103,353 

有形固定資産合計 342,480 3.5 282,154 4.5

２．無形固定資産   

(1）ソフトウェア 232,294 114,589 

(2) 電話加入権 19,140 19,506 

(3) のれん 405,634 242,225 

無形固定資産合計 657,069 6.8 376,321 6.1

 



   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  94,786 34,511 

(2）出資金  3,558 1,689 

(3）長期貸付金  54,232 51,844 

(4) 従業員長期貸付金  11,000 8,231 

(5）破産更生等債権  299,237 305,285 

(6）長期前払費用  13,515 9,027 

(7）前払年金費用  － 70,792 

(8）長期差入保証金  572,407 1,199,415 

(9）保険積立金 ※１ 123,089 119,582 

(10）その他  77,545 8,717 

貸倒引当金  △282,727 △303,308 

投資その他の資産合計  966,645 9.9 1,505,788 24.1

固定資産合計  1,966,195 20.2 2,164,264 34.7

Ⅲ 繰延資産    

１．社債発行費  4,549 1,558 

２．新株発行費  3,203 － 

繰延資産合計  7,752 0.1 1,558 0.0

資産合計  9,721,196 100.0 6,241,770 100.0 

   

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金 ※１ 1,870,915 1,781,756 

２．短期借入金 ※１ 2,865,000 1,648,003 

３．関係会社短期借入金  － 400,000 

４．一年以内返済予定長期
借入金 

※１ 911,240 336,260 

５．一年以内償還予定社債 ※１ 280,000 270,000 

６．未払金 ※３ 169,722 415,836 

７．未払費用 ※３ 19,937 9,629 

８．未払法人税等  24,676 29,643 

９．未払消費税等  4,109 － 

10．預り金  12,169 3,652 

11．前受収益  378 378 

12．賞与引当金  121,782 14,586 

13．返品調整引当金  1,445 － 

14．その他  6,041 29,352 

流動負債合計  6,287,419 64.7 4,939,098 79.1

 



  
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債   

１．社債 ※１ 560,000 290,000 

２．長期借入金 ※１ 465,160 128,900 

３．預り保証金 635,349 515,077 

４．繰延税金負債 52,872 75,206 

５．リース資産減損勘定 － 176,897 

６．その他 9,639 741 

固定負債合計 1,723,021 17.7 1,186,822 19.0

負債合計 8,010,440 82.4 6,125,921 98.1

    

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１．資本金 1,233,030 12.7 1,233,030 19.8

２．資本剰余金   

(1）資本準備金 828,214 471,014   

(2）その他資本剰余金 1,071 1,138   

資本剰余金合計 829,285 8.5 472,153 7.6

３．利益剰余金   

(1）利益準備金 2,700 －   

(2）その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △355,839 △1,585,907   

利益剰余金合計 △353,139 △3.6 △1,585,907 △25.4

４．自己株式 △5,131 △0.1 △4,419 △0.1

株主資本合計 1,704,045 17.5 114,857 1.9

Ⅱ 評価・換算差額等   

１．その他有価証券評価差
額金 

6,710 0.1 991 0.0

評価・換算差額等合計 6,710 0.1 991 0.0

純資産合計 1,710,756 17.6 115,849 1.9

負債純資産合計 9,721,196 100.0 6,241,770 100.0 

    



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   

１．商品売上高 27,282,623 38,156,689   

２．製品売上高 10,417 18,691   

３．その他売上高 ※１ 578,806 27,871,847 100.0 410,417 38,585,798 100.0 

Ⅱ 売上原価   

１．商品期首たな卸高 665,263 1,723,406   

２．製品期首たな卸高 － 8   

３．合併による商品受入高 790,779 －   

４．当期商品仕入高 24,346,937 34,758,141   

５．当期製品製造原価 9,290 80,879   

合計 25,812,270 36,562,436   

６．他勘定振替高 ※８ 60,003 235,701   

７．商品期末たな卸高 1,723,406 1,594,552   

８．製品期末たな卸高 8 24,028,852 86.2 － 34,732,182 90.0

返品調整引当金調整前
売上総利益 

3,842,995 13.8 3,853,616 10.0

９．返品調整引当金戻入益 － － 1,445 0.0

10．返品調整引当金繰入額   1,445 0.0 － －

売上総利益 3,841,549 13.8 3,855,061 10.0

 



  
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．役員報酬 77,931 81,595   

２．給与手当 1,047,749 1,331,128   

３．賞与 31,025 79,620   

４．賞与引当金繰入額 121,782 14,586   

５．退職給付費用 4,673 14,751   

６．法定福利費 110,556 126,544   

７．福利厚生費 11,612 14,827   

８．広告宣伝費 133,764 189,588   

９．荷造運賃 116,211 184,260   

10．販売手数料 32,332 30,960   

11．旅費交通費 ※８ 105,793 90,108   

12．通信費 ※８ 51,864 59,088   

13．水道光熱費 80,641 87,993   

14．消耗品費 ※８ 116,184 134,324   

15．減価償却費 134,863 147,150   

16．長期前払費用償却費 3,281 3,072   

17．のれんの償却額 44,257 110,462   

18．修繕費 110,572 113,796   

19．地代家賃 432,306 548,269   

20．リース料 128,912 113,463   

21．支払手数料 320,530 550,677   

22．貸倒引当金繰入額 2,381 49,068   

23．その他 ※８ 194,505 3,413,734 12.3 73,094 4,148,436 10.8

営業利益（△は営業損
失） 

427,814 1.5 △293,374 △0.8

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 ※２ 25,779 56,325   

２．受取配当金 1,754 1,422   

３．受取手数料   6,958 7,120   

４．有価証券利息 － 260   

５．保険解約返戻金 25,714 26,033   

６．その他 9,519 69,725 0.3 12,487 103,649 0.3

 



   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  63,155 76,417   

２．社債利息  5,802 8,228   

３．社債発行費償却  2,991 2,991   

４．新株発行費償却  3,075 3,075   

５．貸倒引当金繰入額  1,079 14,292   

６．その他  7,545 83,649 0.3 23,472 128,478 0.3

経常利益（△は経常損
失） 

 413,891 1.5 △318,203 △0.8

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  10,659 5,000   

２．賞与引当金戻入益  － 28,968   

３．固定資産売却益 ※３ 27 221   

４．販売協力金  28,661 －   

５．店舗等売却益  44,610 －   

６．事業譲渡益  70,000 －   

７．その他  － 153,959 0.6 2,500 36,690 0.1

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※４ 3,107 34,763   

２．関係会社株式評価損 ※６ 64,559 －   

３．事業再編損失 ※5,8 161,014 743,960   

４．役員退職慰労金  100,000 －   

５．減損損失 ※７ 54,275 202,670   

６．貸倒引当金繰入額  188,985 －   

７．商品廃棄損失 ※８ 60,003 －   

８．その他  24,371 656,317 2.4 13,385 994,779 2.6

税引前当期純損失  88,466 0.3 1,276,293 3.3

法人税、住民税及び事
業税 

 16,620 23,336   

法人税等調整額  △105,683 △89,062 △0.3 290,337 313,674 0.8

当期純利益（△は当期
純損失） 

 596 0.0 △1,589,967 △4.1

     



製造原価明細書 

（注） 

 １．原価計算の方法 

原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

※２．主な内訳は次のとおりであります。 

   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  － － － －

Ⅱ 労務費  － － 9,596 11.9

Ⅲ 経費 ※２ 9,578 100.0 70,995 88.1

当期製造費用  9,578 100.0 80,591 100.0 

期首仕掛品たな卸高  － 288 

合計  9,578 80,879 

期末仕掛品たな卸高  288 － 

当期製品製造原価  9,290 80,879 

  
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

外注加工費（千円） 7,119 18,985

製品廃棄損失（千円） － 29,611



③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 
資本剰余金合計 

平成17年９月30日残高 
（千円） 

1,233,030 1,339,968 221 1,340,190 

事業年度中の変動額（千円）   

欠損填補   △882,453 △221 △882,675 

合併による受入   370,700 370,700 

当期純利益   

自己株式の取得   

自己株式の処分   1,071 1,071 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

  

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ △511,753 849 △510,904 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

1,233,030 828,214 1,071 829,285 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他 
利益剰余金 

利益剰余金 
合計 

繰越 
利益剰余金 

平成17年９月30日残高 
（千円） 

19,091 △891,541 △872,450 △10,225 1,690,545 

事業年度中の変動額（千円）     

欠損填補 △19,091 901,767 882,675   － 

合併による受入 2,700 △366,661 △363,961   6,738 

当期純利益   596 596   596 

自己株式の取得   △189 △189 

自己株式の処分   5,283 6,354 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

    

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△16,391 535,701 519,310 5,094 13,499 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

2,700 △355,839 △353,139 △5,131 1,704,045 



  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年９月30日残高 
（千円） 

9,645 9,645 1,700,190 

事業年度中の変動額（千円）   

欠損填補   － 

合併による受入   6,738 

当期純利益   596 

自己株式の取得   △189 

自己株式の処分   6,354 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△2,934 △2,934 △2,934 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△2,934 △2,934 10,565 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

6,710 6,710 1,710,756 



当事業年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 
資本剰余金合計 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

1,233,030 828,214 1,071 829,285

事業年度中の変動額（千円）   

欠損填補   △357,200 △357,200

当期純損失   

自己株式の処分   67 67

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

  

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ △357,200 67 △357,132

平成19年９月30日残高 
（千円） 

1,233,030 471,014 1,138 472,153

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他 
利益剰余金 

利益剰余金 
合計 

繰越 
利益剰余金 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

2,700 △355,839 △353,139 △5,131 1,704,045

事業年度中の変動額（千円）     

欠損填補 △2,700 359,900 357,200   －

当期純損失   △1,589,967 △1,589,967   △1,589,967

自己株式の処分   712 780

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

    

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△2,700 △1,230,067 △1,232,767 712 △1,589,187

平成19年９月30日残高 
（千円） 

－ △1,585,907 △1,585,907 △4,419 114,857



  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

6,710 6,710 1,710,756

事業年度中の変動額（千円）   

欠損填補   －

当期純損失   △1,589,967

自己株式の処分   780

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△5,719 △5,719 △5,719

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△5,719 △5,719 △1,594,907

平成19年９月30日残高 
（千円） 

991 991 115,849



④【キャッシュ・フロー計算書】 

    
当事業年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  

税引前当期純損失   △1,276,293

減価償却費   260,300

長期前払費用償却   3,072

社債発行費償却   2,991

新株発行費償却   3,075

貸倒引当金の増加額   60,540

賞与引当金の減少額   △107,195

返品調整引当金の減少額   △1,445

投資有価証券売却益   △5,000

事業再編損失   712,226

固定資産売却益   △221

固定資産除却損   34,763

店舗等閉鎖損失    1,827

減損損失   202,670

売上債権の増加額   △1,543

たな卸資産の増加額   △104,536

仕入債務の減少額   △89,127

受取利息及び受取配当金   △57,748

支払利息及び社債利息   84,646

長期差入保証金の増加額   △617,205

預り保証金の減少額   △120,271

その他   233,363

小計   △781,110

利息及び配当金の受取額   58,261

利息の支払額   △76,450

法人税等の支払額   △19,710

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △819,009

 



    
当事業年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  

定期預金の預入による支出   △104,000

定期預金の払戻による収入   472,524

有形固定資産の売却による収
入 

  13,792

有形固定資産の取得による支
出 

  △54,146

投資有価証券の売却による収
入 

  464,727

親会社に対する貸付金の回収
による収入 

  1,056,125

貸付金の回収による収入   27,862

ソフトウェアの取得による支
出 

  △129,153

のれんの取得による支出   △97,551

保証金の差入による支出   △32,183

保証金の返還による収入   21,309

保険積立金の解約による収入   26,068

その他   △12,520

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  1,652,854

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  

短期借入れによる収入   12,985,865

短期借入金の返済による支出   △13,502,862

長期借入金の返済による支出   △911,240

社債の償還による支出   △280,000

借入担保のための金融機関へ
の預入れ額 

  △303,000

その他   780

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △2,010,457

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  －

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △1,176,611

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,327,029

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 150,417

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

──────  当社（旧会社名、株式会社明響社）は、平成18年２月１

日付けで株式会社アクトと合併するとともに商号変更を行

い、株式会社ＮＥＳＴＡＧＥとしてスタートしましたが、

売上高が当初の見込みを下回り、また想定していた合併効

果が十分に得られなかったことから当事業年度において

293,374千円の営業損失を計上し、さらに事業再編に伴う

特別損失を計上したこと等により1,589,967千円の当期純

損失を計上しました。その結果、当期末における純資産額

が期首と比較して大幅に減少し115,849千円となりまし

た。 

 当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

 当社は当該状況を解消すべく以下の施策を実施しており

ます。 

１．組織体制の抜本的改革 

 当社は当該状況を解消すべく、当事業年度において代

表取締役の異動及び新たな取締役の選任を行うとともに

新執行役員の選任により新経営体制を整備し過去の経営

体制を抜本的に見直すことに着手しました。 

 具体的には、本業であるゲーム事業の収益性を改善す

るために組織の効率化及びスリム化を図るとともに、事

業内容を精査することにより不採算事業の撤退を決定し

ております。組織体制の効率化及びスリム化はすでに平

成19年９月末までに完了しており、その効果はすでに発

現してきております。また不採算事業として識別したロ

ボット事業及びポータル事業につきましては平成19年10

月末に撤退の意思決定をしており、これにより当期にお

いて営業利益を圧迫していた要因が次期においては解消

されることとなります。 

２．資金の安定化 

 純資産の減少による資金繰りへの影響に関しまして

は、当社の関係会社であるジェイオーグループホールデ

ィングス株式会社より平成19年11月30日現在、

1,100,000千円の融資が実行されているとともに、当社

は当事業年度末以降においても金融機関等からの融資が

継続されているため、当面の資金繰りに関しては支障が

ないものと考えております。 

 また、収益基盤の改善及び資金の安定化を図ることによ

って継続企業の前提に関する重要な疑義を解消できるもの

と判断しております。 

 従いまして、財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映

しておりません。 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1)子会社株式 

同左 

  

  

  

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準  時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

  

(1）ＣＤ、ゲームソフト及び関連商品並

びに中古書籍 

 総平均法による原価法 

(1）ＣＤ、ゲームソフト及び関連商品並

びに中古書籍 

同左 

  

  

(2）ゴルフクラブ 

 個別法による原価法 

(2）ゴルフクラブ 

同左 

  

  

(3）新刊書籍及び雑貨 

 売価還元法 

(3）新刊書籍及び雑貨 

同左 

  

  

(4）その他の商品 

 最終仕入原価法 

(4）その他の商品 

同左 

  

  

(5）製品 

 個別法による原価法 

(5）製品 

同左 

  

  

(6）仕掛品 

 個別法による原価法 

(6）仕掛品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、取引先に対して貸与してい

る器具備品については、定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び附属設備 ３年から39年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

(2）無形固定資産 

ソフトウェア 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

  

  

のれん 

５年間で均等償却 

のれん 

同左 

  

  

(3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

  

  

(4）少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円未満の

資産については、３年均等償却 

(4）少額減価償却資産 

同左 

５．繰延資産の処理方法 

  

(1）社債発行費 

 ３年間で均等償却 

(1）社債発行費 

同左 

  

  

(2）新株発行費 

 ３年間で均等償却 

(2）新株発行費 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

６．引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  

  

(2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、当事業年度の負担すべき支給見

込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産に基づき、当事業年度末にお

いて発生している額を計上しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

  

(4）返品調整引当金 

出版物の返品による損失に備えるた

め、一定期間の売上高に返品実績率及

び売買利益率を乗じて算出した損失見

込額を計上しております。 

(4）返品調整引当金 

出版物の返品による損失に備えるた

め、一定期間の売上高に返品実績率及

び売買利益率を乗じて算出した損失見

込額を計上しております。 

  （追加情報） 

当事業年度より新たにロボット事業

を開始し、ロボット専門誌を出版した

ことに伴い、当該出版物の返品による

損失に備えるため、一定期間の売上高

に返品実績率及び売買利益率を乗じて

算出した損失見込額を返品調整引当金

として計上しております。 

 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

８．ヘッジ会計の方法 

  

(イ)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては特例処理によ

っております。 

(イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 金利スワップを手段として、契約時

に存在する借入金を対象としておりま

す。 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

(ハ)ヘッジ方針 

 社内規程においてヘッジの手段と対

象を定め、金利変動リスクをヘッジす

る目的で行っております。 

(ハ)ヘッジ方針 

同左 

  

  

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計又は相場変動とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しております。た

だし、特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価を省略

しております。 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

──────  手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。 

消費税等の処理方法 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

────── （有形固定資産の減価償却の方法） 

 当事業年度より法人税法の改正（（所得税法等の一部

を改正する法律 平成19年３月30日法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月

30日政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基

づく償却方法に変更しております。 

 なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であり

ます。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税引前当期純損失が54,275千円増加してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 企業会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

────── 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は1,710,756千円

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

────── 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

（貸借対照表） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「前払年金費

用」（当事業年度は66,315千円）は資産の総額の100分の

１以下となったため、投資その他の資産の「その他」に

含めて表示することにいたしました。 

（貸借対照表） 

 「預け金」は前事業年度まで流動資産の「その他」に

含めて表示しておりましたが資産の総額の100分の１を超

えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度における「預け金」の金額は20千円

であります。 

 「前払年金費用」は前事業年度まで投資その他の資産

の「その他」に含めて表示しておりましたが資産の総額

の100分の１を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度における「前払年金費用」の金額は

66,315千円であります。 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「立替金」

（当事業年度は6,069千円）は重要性が乏しくなったた

め、流動資産の「その他」に含めて表示することにいた

しました。 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「未払消費税

等」（当事業年度は18,146千円）は重要性が乏しくなっ

たため、流動負債の「その他」に含めて表示することに

いたしました。 

（損益計算書） 

 「保険解約返戻金」は前事業年度まで営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが営業外収益の

総額の100分の10を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度における「保険解約返戻金」の金額

は128千円であります。 

 「役員退職慰労金」は前事業年度まで特別損失の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが特別損失の総額の

100分の10を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度における「役員退職慰労金」の金額

は11,010千円であります。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年９月30日） 

当事業年度 
（平成19年９月30日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。 

(イ)担保に供している資産 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。 

(イ)担保に供している資産 

定期預金 55,000千円 預け金 303,000千円

定期預金 213,000 

保険積立金 119,544 

 計 635,544 

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 

買掛金 22,266千円 買掛金 84,050千円

短期借入金 648,003 

社債（一年内償還予定分含

む） 

440,000 

長期借入金（一年内返済予

定分含む） 

230,000 

 計 1,402,053 

 ２．偶発債務 

(1）金融機関からの借入に対して保証を行っており

ます。 

 ２．偶発債務 

(1）金融機関からの借入に対して保証を行っており

ます。 

借入保証 ㈱モアグッドタイム 125,000千円

  計   125,000 

借入保証 ㈱モアグッドタイム 252,500千円

  計    252,500 

※３．関係会社に対する負債には、区分掲記されたもの

のほか、次のものがあります。 

※３．関係会社に対する資産、負債には、区分掲記され

たもののほか、次のものがあります。 

未払金 9,527千円 未収入金 4,012千円

未払費用 1,052千円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１．その他売上高の内訳は、次のとおりであります。 ※１．その他売上高の内訳は、次のとおりであります。 

ＦＣロイヤリティ 361,197千円

販促協力金 93,208 

開店指導料 6,700 

加盟金 117,500 

加盟店研修費 200 

計 578,806 

ＦＣロイヤリティ 376,387千円

販促協力金 19,067 

開店指導料 7,528 

加盟金 7,037 

加盟店研修費 396 

計 410,417 

※２．関係会社に対する営業外収益は、次のとおりであ

ります。 

※２．関係会社に対する営業外収益は、次のとおりであ

ります。 

受取利息 20,399千円 受取利息 47,142千円

※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

器具備品 27千円

計 27 

器具備品 221千円

計 221 

※４．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※４．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 2,427千円

器具備品 679 

計 3,107 

建物 4,035千円

器具備品 3,379 

ソフトウエア 25,437 

その他 1,910 

計 34,763 

※５．事業再編損失の内訳は、次のとおりであります。 ※５．事業再編損失の内訳は、次のとおりであります。 

子会社整理損失 161,014千円

計 161,014 

組織改変に伴う退職者給与

等 

18,424千円

ソフトウエア開発中止損失 103,778 

ポータル事業撤退損失 321,284 

ロボット事業撤退損失 35,706 

事業再編による商品廃棄損

失 
233,098 

その他 31,668 

計 743,960 

※６．関係会社株式評価損の内訳は、次のとおりであり

ます。 

※６．         ―――――― 

㈱ウェブベース 64,559千円

計 64,559 

 

 



前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※７．当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。 

※７．当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。 

場所 用途 種類 
金額 

（千円） 

大阪府豊中市 賃貸用資産 土地 49,461 

岡山県岡山市 
ほか 

店舗 
建物、器具
備品ほか 

4,814 

合計 － － 54,275 

場所 用途 種類 
金額 

（千円） 

大阪府豊中市 ＦＣ営業権 のれん 150,498

大阪府豊中市 
 自社利用
ソフト 
ウェア 

ソフト 
ウェア 

27,250

岡山県岡山市 
ほか 

店舗 
建物、器具
備品ほか 

24,921

合計 － － 202,670

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て店舗ごとに、また、賃貸用資産については、物件ごと

にグルーピングを行っております。 

地価の継続的な下落及び賃貸相場の低迷により、一部

の賃貸用資産につきましては時価が著しく下落している

ため、また、売上の不振により、一部の店舗につきまし

ては営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続して

マイナスとなっているため、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

いたしました。 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て店舗ごとに、また、賃貸用資産については、物件ごと

に、のれんについてはブランドグループごとにグルーピ

ングを行なっております。 

売上の不振により、一部の店舗及びのれん等につきま

しては営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続し

てマイナスとなっているため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上いたしました。 

減損損失の内訳 減損損失の内訳 

建物 2,243千円

器具備品 2,163 

土地 49,461 

その他 408 

計 54,275 

建物 19,695千円

器具備品 5,018 

のれん 150,498 

ソフトウエア 27,250 

その他 206 

計 202,670 

なお、当資産グループの回収可能価額につきまして

は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローを3.8％で割り引いて算定しております。 

なお、当資産グループの回収可能価額につきまして

は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローを4.7％で割り引いて算定しております。 

※８．他勘定振替高の内容は以下のとおりであります。 ※８．他勘定振替高の内容は以下のとおりであります。 

商品廃棄損失（特別損失） 60,003千円 事業再編損失（特別損失） 233,098千円

消耗品費（販売費及び一般

管理費） 
2,420 

旅費交通費（販売費及び一

般管理費） 
30 

通信費（販売費及び一般管

理費） 
25 

その他（販売費及び一般管

理費） 
126 

計 235,701 



（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成17年10月１日  至 平成18年９月30日） 

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加600株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少90,000株は、ストック・オプションとしての新株予約権の行使によ

る減少であります。 

当事業年度（自 平成18年10月１日  至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の減少12,000株は、ストック・オプションとしての新株予約権の行使による

減少であります。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 該当事項はありません。 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

株式の種類 
前事業年度末 

（株） 
増加 

（株） 
減少 

（株） 
当事業年度末 

（株） 

普通株式 175,871 600 90,000 86,471 

株式の種類 
前事業年度末 

（株） 
増加 

（株） 
減少 

（株） 
当事業年度末 

（株） 

普通株式 27,363,234 － － 27,363,234 

株式の種類 
前事業年度末 

（株） 
増加 

（株） 
減少 

（株） 
当事業年度末 

（株） 

普通株式 86,471 － 12,000 74,471 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 423,917千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△273,500 

現金及び現金同等物 150,417 

 ２．重要な非資金取引の内容 

  親会社貸付金の代物弁済による投資有価証券の増加 

  405,795千円



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

機械装置 9,366 7,805 1,561 

器具備品 329,274 260,664 68,610 

ソフトウェア 243,490 33,227 210,262 

合計 582,131 301,697 280,433 

取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額 
相当額 
（千円） 

減損損失
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 172,835 142,605 － 30,230

ソフト 
ウェア 

243,490 90,274 153,215 －

合計 416,325 232,879 153,215 30,230

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額  

 １年内 92,747千円

 １年超 196,489千円

  合計 289,237千円

 未経過リース料期末残高相当額  

 １年内 67,857千円

 １年超 128,131千円

  合計 195,989千円

 リース資産減損勘定の残高 153,215千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 139,447千円

減価償却費相当額 131,957千円

支払利息相当額 6,539千円

支払リース料 98,312千円

減価償却費相当額 98,724千円

支払利息相当額 5,963千円

減損損失 153,215千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

 



（有価証券関係） 

１．子会社株式で時価のあるもの 

前事業年度（平成18年９月30日）及び当事業年度（平成19年９月30日）において子会社株式で時価のあるも

のはありません。 

２．その他有価証券で時価があるもの 

 （注） 時価が50％以上下落した場合は減損処理の対象とし、30％以上50％未満の下落については個別に減損の判定を

行っております。 

３．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

  種類 

前事業年度（平成18年９月30日） 当事業年度（平成19年９月30日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えるもの 

(1)株式 11,824 24,575 12,750 11,824 17,778 5,953 

(2）債券             

国債・地方債

等 
－ － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 11,824 24,575 12,750 11,824 17,778 5,953 

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えないもの 

(1)株式 15,655 14,221 △1,433 19,076 16,537 △2,539 

(2）債券             

国債・地方債

等 
－ － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

(3)その他 － － － － － － 

小計 15,655 14,221 △1,433 19,076 16,537 △2,539 

合計 27,479 38,796 11,316 30,900 34,315 3,414 

前事業年度(自平成17年10月１日 至平成18年９月30日) 当事業年度(自平成18年10月１日 至平成19年９月30日) 

売却額（千円） 
売却益の合計額

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 
売却額（千円） 

売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

39,238 10,659 － 464,727 5,000 68 



４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

 （注） 時価が50％以上下落した場合は減損処理の対象とし、30％以上50％未満の下落については個別に減損の判定を

行っております。なお、前事業年度において、有価証券について23,204千円（その他有価証券で時価評価され

ていない非上場株式）及び当事業年度において、有価証券について1,795千円（その他有価証券で時価評価さ

れていない非上場株式）減損処理を行っております。 

５．その他有価証券のうち、満期があるものの今後の償還予定額 

 前事業年度（平成18年９月30日現在）及び当事業年度（平成19年９月30日現在）において、該当事項はあり

ません。 

種類 
前事業年度（平成18年９月30日） 当事業年度（平成19年９月30日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

非上場株式 55,990 195 

合計 55,990 195 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

当事業年度（平成19年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注）１．時価の算定方法 

 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社は、現在及び将来の金利変動リスクの軽減又は

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針

であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクを回避する

目的で利用しています。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っており、その方法等は、「重要な会計方針」８．に

記載したとおりであります。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 当社が利用している金利関連のデリバティブ取引に

ついては、市場金利の変動によるリスクを有していま

す。 

 なお、当社のデリバティブ取引の契約先は、いずれ

も、信用度の高い国内の取引金融機関であるため、相

手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識

しています。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、財経

部が、決裁担当者の承認を得て行っています。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、又は、計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ

りません。 

区分 種類 
契約額等 
（千円） 

契約額等の 
うち１年超 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取引以外

の取引 
金利スワップ取引 100,000 － △121 1,399 



（退職給付関係） 

（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注） 上記に記載された株式数は、平成17年５月20日付株式分割（株式１株につき３株）による株式分割後の株式数

に換算して記載しております。 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１．企業の採用する退職給付制度 

 退職一時金制度及び企業年金制度 

１．企業の採用する退職給付制度 

 退職一時金制度及び企業年金制度 

２．退職給付債務等の内容 

(1)退職給付債務及びその内訳 

２．退職給付債務等の内容 

(1)退職給付債務及びその内訳 

退職給付債務 103,791千円

年金資産 170,106 

前払年金費用 66,315 

退職給付債務 108,037千円

年金資産 178,829 

前払年金費用 70,792 

(2）退職給付費用の内訳 (2）退職給付費用の内訳 

勤務費用 21,302千円

運用益 16,628 

退職給付費用 4,673 

勤務費用 21,943千円

運用益 7,120 

退職給付費用 14,823 

(3）退職給付債務等の計算基礎 

 自己都合退職による期末要支給額 

(3）退職給付債務等の計算基礎 

同左 

決議年月日 平成14年12月25日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日 

付与対象者の区分及

び人数 

子会社取締役 １名 

当社従業員  ５名 

当社取締役 ２名 

当社従業員 16名 
当社従業員 １名 

当社取締役 ９名 

当社監査役 ３名 

当社従業員 34名 

ストック・オプショ

ン数（注） 
普通株式 42,000株 普通株式 228,000株 普通株式  6,000株 普通株式 1,920,000株 

付与日 平成15年１月15日 平成16年１月15日 平成17年２月1日 平成18年２月16日 

権利確定条件 

付与日（平成15年１

月15日）以降、権利

確定日（平成17年１

月14日）まで、当社

又は当社の完全子会

社の取締役、監査役

又は従業員（顧問、

相談役を含む。）で

あること。 

付与日（平成16年１

月15日）以降、権利

確定日（平成18年１

月14日）まで、当社

又は当社の完全子会

社の取締役、監査役

又は従業員（顧問、

相談役を含む。）で

あること。 

付与日（平成17年２

月１日）以降、権利

確定日（平成19年１

月31日）まで、当社

又は当社の完全子会

社の取締役、監査役

又は従業員（顧問、

相談役を含む。）で

あること。 

付与日（平成18年２

月16日）以降、権利

確定日（平成20年２

月29日）まで、当社

又は当社の完全子会

社の取締役、監査

役、従業員、顧問、

又は相談役のいずれ

かであること。 

対象勤務期間 
平成15年１月15日～ 

平成17年１月14日 

平成16年１月15日～ 

平成18年１月14日 

平成17年２月１日～ 

平成19年１月31日 

平成18年２月16日～ 

平成20年２月29日 

権利行使期間 
平成17年１月15日～ 

平成19年１月14日 

平成18年１月15日～ 

平成20年１月14日 

平成19年２月１日～ 

平成21年１月31日 

平成20年３月１日～ 

平成22年２月28日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

②単価情報 

 （注） 平成17年５月20日付をもって１株を３株に分割しており、平成14年12月25日及び平成15年12月25日決議のスト

ック・オプションは付与時の権利行使価格の調整を行っております。 

  （単位：株） 

決議年月日 平成14年12月25日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日 

権利確定前         

前事業年度末未確

定残 
－ － 6,000 1,920,000 

付与 － － － － 

失効 － － － 453,000 

権利確定 － － 6,000 － 

当事業年度末未確

定残 
－ － － 1,467,000 

権利確定後        

前事業年度末未行

使残 
12,000 84,000 － － 

権利確定 － － 6,000 － 

権利行使 12,000 － － － 

失効 － 42,000 － － 

当事業年度末未行

使残 
－ 42,000 6,000 － 

  （単位：円） 

決議年月日 平成14年12月25日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日 

権利行使価格 65 71 123 329 

行使時平均株価 168 － － － 

公正な評価単価（付

与日） 
－ － － － 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

繰越欠損金 1,261,996千円

退職給付引当金損金算入限度超

過額 
40,058 

賞与引当金損金算入限度超過額 49,565 

貸倒引当金損金算入限度超過額 93,724 

その他 37,572 

繰延税金資産小計 1,482,918 

評価性引当額 △1,196,130 

繰延税金資産合計 286,787 

繰延税金負債   

前払年金費用 △69,233 

その他有価証券評価差額 △4,605 

繰延税金負債計 △73,839 

繰延税金資産の純額 212,948 

繰延税金資産  

繰越欠損金 1,360,226千円

事業再編損失 254,641 

減損損失 104,225 

貸倒引当金損金算入限度超過額 77,803 

退職給付引当金損金算入限度超

過額 
43,971 

商品評価損 50,322 

その他 14,581 

繰延税金資産小計 1,905,772 

評価性引当額 △1,905,772 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債   

前払年金費用 △72,783 

その他有価証券評価差額 △2,423 

繰延税金負債計 △75,206 

繰延税金負債の純額 △75,206 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳について

は、税引前当期純損失を計上しているため、記載を省

略しております。 

２．          同左 



【関連当事者との取引】 

当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．ポータルサイト運営・保守については市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しております。 

２．事務所賃借は近隣の家賃を参考にして、同等の価格によっております。 

３．資金の借入及び貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

４．上記以外に、株式会社クインランドが実質的に所有している証券保管振替機構名義の失念株式が1,000,000

株あり、当該株式を持株数に含めた場合の当社への実質的な出資比率は、25.65％となります。 

５．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．当社が賃借している営業店舗等の賃借契約に対して個人保証を受けているものであります。なお、取引金額

は年間の賃借料であり、当期末において債務保証残高はありません。 

２．本社ビルの賃借は近隣の家賃を参考にして、同等の価格によっております。 

３．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

４．浅沼聡氏は平成19年10月５日に当社取締役を退任しております。 

５．平成19年10月５日に２名共退任のため、本有価証券報告書提出日現在において兼任はありません。 

属性 
会社等の
名  称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の 

関係会社 

ジェイオ

ーグルー

プホール

ディング

ス㈱ 

神戸市 

中央区 
500,000 

純粋持株会

社 

(被所有) 

直接 

33.30％ 

役員の

兼任 

２名 

－ 

資金の借入 

（注３） 
1,000,000 

関係会社

短期借入

金 

400,000 

利息の支払 

（注３） 
1,397 未払費用 1,052 

その他の 

関係会社 

㈱クイン

ランド 

神戸市 

東灘区 
6,950,144 

ウェブマー

ケティング

戦略企画、

構築、運営

支援 

(被所有) 

直接 

21.99％  

（注４） 

－ － 

ポータルサ

イト運営・

保守費用等 

（注１） 

42,263 － － 

事務所賃借 

（注２） 
3,655 － － 

資金の貸付

の回収 

（注３） 

1,800,000 － － 

利息の受取 

（注３） 
47,142 未収入金 4,012 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 浅沼 聡 － － 

当社 

取締役 

（注４） 

(被所有) 

直接 

2.08％ 

－ － 
債務保証 

（注１） 
7,800 － － 

役員及び近

親者が議決

権の過半数

を所有して

いる会社等 

㈱ファー

スト 

大阪府 

豊中市 
10,000 

不動産賃貸

業、ドッグ

フード事

業、インタ

ーネットシ

ョップ運営

及び指導 

(被所有) 

直接 

1.53％ 

役員の

兼任 

２名 

(注５) 

設備の 

賃借 

本社ビルの

賃借 

（注２） 

63,999 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１株当たり純資産額 62円72銭

１株当たり当期純利益 ２銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ２銭

１株当たり純資産額 ４円24銭

１株当たり当期純損失 △58円27銭

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載し

ておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当期純利益又は当期純損失（△） 

（千円） 
596 △1,589,967 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は普通株式

に係る当期純損失（△）（千円） 
596 △1,589,967 

期中平均株式数（株） 24,486,645 27,285,377 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 125,246 － 

（うち自己株式取得方式によるストッ

ク・オプション） 
(125,246) （－） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成17年12月22日定時株主総会決

議による自己株式取得方式のスト

ック・オプション（株式の数

1,920,000株） 

―――――― 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

―――――― ストック・オプションとして新株予約権を発行 

   当社は平成19年12月26日開催の定時株主総会により、

会社法第236条、第238条並びに第239条の規定に基づき、

当社の取締役及び従業員に対し、ストック・オプション

として発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締

役会に委任することにつき、決議いたしました。 

   なお、当社取締役に対する新株予約権の付与は、会社

法第361条に規定する取締役の報酬等に該当いたします。

当社は、平成９年６月27日開催の第16回定時株主総会に

おける第４号議案「取締役及び監査役の報酬額改定の

件」において、取締役の報酬額を年額５億円以内（但

し、使用人兼務取締役に対する使用人分給与を含まな

い。）と承認され現在に至っておりますが、この範囲内

にて取締役の報酬等として新株予約権を付与することに

ついても、あわせて決議いたしました。ストック・オプ

ションとしての報酬額は、新株予約権の割当日において

算定した新株予約権１個あたりの公正価額に、割当てる

新株予約権の総数を乗じて得た額となります。なお、現

在の取締役の員数は、７名であります。 

  １．特に有利な条件をもって新株予約権を引き受ける者

の募集をすることを必要とする理由 

   当社は、当社業績向上や企業価値の増大、株主重視

の経営意識を高めるためのインセンティブを与えるこ

とを目的として、当社取締役及び従業員に対して、ス

トック・オプションとして新株予約権を無償で発行す

るものであります。 

  ２．本新株予約権の払込金額 

   本新株予約権と引換えに金銭の払込を要しないもの

とする。 

  ３．本新株予約権の割当日 

   本新株予約権発行の取締役会で決定する。 

  ４．本新株予約権の内容 

  (1）新株予約権割当の対象者 

   当社の取締役及び従業員に対して、割当てるもの

とする。 

  (2）新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

   新株予約権の目的となる株式の種類は普通株式と

し、各新株予約権の目的となる株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は、1,000株とする。但

し、本株主総会における決議の日（以下、「決議

日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株

式分割、株式無償割当又は株式併合等を行う場合、

次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とする。但し、かかる調整は、新株予約権のうち、

当該時点で行使されていない新株予約権の目的とな

る株式の数について行われ、調整の結果生じる１株

未満の端数については、これを切り捨てるものとす

る。 

 



前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

  調整後
付与株式数 ＝調整前

付与株式数 ×分割・合併の比率 

   また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整

を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合

理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。 

  (3）新株予約権の数 

   800個を上限とする。（新株予約権１個につき普通

株式1,000株とする。） 

  (4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

及びその算定理由 

   各新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額は、新株予約権を行使することにより交付を受け

ることができる株式１株当たりの払込金額（以下、

「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額

とする。 

   行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下、

「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取

引が成立しない日を除く。）のジャスダック証券取

引所における当社普通株式の普通取引の終値（以

下、「終値」という。）の平均値に1.025を乗じた金

額とし、１円未満の端数は切り上げる。但し、その

金額が割当日の前日の終値（当日に終値がない場合

は、それに先立つ直近の終値）を下回る場合は、割

当日の前日の終値とする。 

   なお、割当日後、当社普通株式につき、株式分

割、株式無償割当及び株式併合等を行う場合には、

次の算式により行使価額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 

 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 × 

１ 

分割・合併の比率 

   また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社

普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分

を行う場合、（転換予約権付株式及び強制転換条項

付株式の転換並びに単元未満株式売渡請求権及び新

株予約権の行使の場合を除く）は、次の算式により

行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。 

 
       

既発行
株式数

＋

新規発行 
株式数 

× 
１株当たり
払込金額 

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

 



前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

   なお、上記の算式に使用する「既発行株式数」と

は、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する

普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、ま

た、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株

式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。さらに、上記のほか、割当日後、行使価額

の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、合理的な範囲で行使価額を調整するものとす

る。 

  (5）新株予約権を行使することができる期間 

   平成21年４月１日から平成26年３月31日までとす

る。 

  (6）新株予約権の行使の条件 

  ① 新株予約権者は、権利行使時においても当社の

取締役及び従業員であることを要する。 

  ② 新株予約権者が死亡した場合は、相続人はその

権利を行使することはできない。 

  ③ 新株予約権の質入、担保権の設定その他の処分

は認められないものとする。 

  ④ 上記①②③の詳細及びその他の条件について

は、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めると

ころによる。 

  (7）新株予約権の行使により株式を発行する場合にお

ける増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合に

おける増加する資本金の額は会社計算規則第40条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２

分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。 

  ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合に

おける増加する資本準備金の額は、上記①記載の

資本金等増加限度額から上記①に定める増加する

資本金の額を減じた額とする。 

  (8）譲渡による新株予約権の取得の制限 

   譲渡による新株予約権の取得については、取締役

会の承認を要するものとする。 

  (9）新株予約権の取得条項 

   当社はいつでも新株予約権を無償で取得すること

ができる。 

  ５．その他 

   募集事項の決定の委任等 

   上記に定めるものの他、新株予約権の募集事項及び細

目詳細については、本定時株主総会後に開催される取締

役会決議により定める。 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
14 14,140 

㈱ゴトー 24,541 11,166 

コナミ㈱ 1,100 3,443 

㈱伊予銀行 2,000 2,228 

㈱トマト銀行 8,000 1,928 

㈱ハドソン 1,000 1,410 

その他（３銘柄） 205 195 

計 36,860 34,511 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」の欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

３．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 666,510 19,676 
63,739 

(19,695)
622,447 502,069 26,663 120,377 

構築物 2,330 － 133 2,197 1,286 223 911 

車両運搬具 6,866 － － 6,866 6,523 － 343 

器具備品 332,363 25,572 
42,188 

(5,018)
315,746 258,577 30,284 57,168 

土地 103,353 － － 103,353 － － 103,353 

有形固定資産計 1,111,424 45,248 
106,060 

(24,714)
1,050,612 768,457 57,170 282,154 

無形固定資産               

ソフトウェア 574,770 129,153 
165,027 

(27,250)
538,896 424,306 92,667 114,589 

のれん 454,990 97,551 
150,498 

(150,498)
402,043 159,818 110,462 242,225 

電話加入権 19,140 404 38 19,506 － － 19,506 

無形固定資産計 1,048,900 227,110 
315,564 

(177,749)
960,446 584,124 203,129 376,321 

長期前払費用 22,922 701 
2,785 

(206)
20,838 11,810 3,072 9,027 

繰延資産               

社債発行費 19,174 － － 19,174 17,616 2,991 1,558 

新株発行費 9,417 － － 9,417 9,417 3,075 － 

繰延資産計 28,591 － － 28,591 27,033 6,067 1,558 

  ソフトウェア 情報システム部 101,278千円  新基幹システム開発投資 

  のれん 店舗営業部 97,551千円 店舗営業に関するのれん 

  ソフトウェア 情報システム部 101,278千円  新基幹システム導入中止 



【社債明細表】 

 （注）１．第５回無担保社債及び第６回無担保社債については、合併により株式会社アクトから引継いだものでありま

す。 

２．貸借対照表日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。 

 ３．（ ）内は、１年以内の償還予定額であります。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

第１回無担保

社債 

平成15年９月

25日 

120,000 

 （60,000) 

60,000 

（60,000) 
0.74 なし 

平成20年９月

25日 

第２回無担保

社債 

平成15年９月

30日 

160,000 

（80,000) 

80,000 

（80,000) 
0.79 なし 

平成20年９月

30日 

第３回無担保

社債 

平成17年８月

31日 

160,000 

（40,000) 

120,000 

（40,000) 
0.72 あり 

平成22年８月

31日 

第５回無担保

社債 

平成16年12月

13日 

30,000 

(20,000) 

10,000 

(10,000) 
0.61 なし 

平成19年12月

13日 

第６回無担保

社債 

平成17年１月

31日 

70,000 

(20,000) 

50,000 

(20,000) 
0.61 なし 

平成22年１月

29日 

第７回無担保

社債 

平成18年７月

31日 

300,000 

(60,000) 

240,000 

(60,000) 
1.57 あり 

平成23年７月

29日 

合計 － 
840,000 

(280,000) 

560,000 

(270,000) 
－ － － 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

270,000 120,000 110,000 60,000 － 



【借入金等明細表】 

 （注）１．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

２．平均利率は、期末残高に対する加重平均利率であります。 

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

２．賞与引当金の当期減少額「その他」は、洗替額であります。 

３．返品調整引当金の当期減少額「その他」は、洗替額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 2,865,000 1,648,003 2.32 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 911,240 336,260 1.91 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 465,160 128,900 1.91 平成20年～21年 

その他の有利子負債         

 関係会社短期借入金 － 400,000 3.00 － 

合計 4,241,400 2,513,163 － － 

  
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 126,400 2,500 － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 299,739 79,666 2,820 16,305 360,280 

賞与引当金 121,782 14,586 92,813 28,968 14,586 

返品調整引当金 1,445 － － 1,445 － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産の部 

１）現金及び預金 

２）売掛金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）１．上記金額には消費税等が含まれております。 

２．回収率及び滞留期間の算出方法は次のとおりです。 

区分 金額（千円） 

現金 62,332 

銀行預金   

当座預金 8 

普通預金 87,950 

定期預金 273,500 

別段預金 125 

小計 361,585 

合計 423,917 

相手先 金額（千円） 

㈱ベイシア 120,751 

イオン㈱ 110,976 

㈱日野屋玩具店 90,607 

㈱ブロッコリー 52,204 

㈱ハード 50,944 

その他 1,056,236 

合計 1,481,721 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

1,480,177 31,168,112 31,166,569 1,481,721 95.5 17.3 

  回収率 ＝ 当期回収高 ÷（前期繰越高＋当期発生高）×100  

滞留期間 ＝ 
前期繰越高＋次期繰越高 

÷
当期発生高

２ 365 



３）商品 

② 固定資産の部 

１）長期差入保証金 

③ 流動負債の部 

１）買掛金 

２）未払金 

品目 金額（千円） 

  新品ソフト 451,331 

  中古ソフト 450,354 

ＴＶゲーム関連事業部門 新品ハード・パーツ 176,640 

  中古ハード・パーツ 72,955 

  その他 443,270 

合計 1,594,552 

区分 金額（千円） 

営業保証金 745,154 

賃貸保証金 448,792 

その他 5,468 

合計 1,199,415 

相手先 金額（千円） 

㈱ソニー・コンピュータエンターテインメント 909,016 

㈱コナミデジタルエンタテインメント 104,160 

㈱カプコン 100,290 

㈱アジオカ 93,619 

㈱スターコーポレーション 86,772 

その他 487,896 

合計 1,781,756 

相手先 金額（千円） 

ポータル事業撤退に伴う和解金等 197,290 

従業員給与手当 44,813 

㈱丸山物流 25,025 

従業員法定福利費 25,010 

事業再編に伴う退職者給与 14,032 

その他 109,664 

合計 415,836 



④ 固定負債の部 

１）預り保証金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 

フランチャイズ加盟保証金 504,077 

賃貸保証金 11,000 

合計 515,077 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．当社は日本経済新聞における決算公告に代えて、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載し

ております。 

（ホームページアドレス  http://www.nestage.co.jp） 

２．平成19年12月26日開催の第27期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、事業年度が次のとおりと

なりました。 

(1）事業年度       ３月１日から２月末日まで 

(2）定時株主総会     ５月中 

(3）基準日        ２月末日 

(4）剰余金の配当の基準日 ２月末日、８月31日 

なお、第28期事業年度については、平成19年10月１日から平成20年２月29日までの５ヶ月となります。 

事業年度 10月１日から９月30日まで 

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第26期）（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月28日近畿財務局長に提

出。 

(2）半期報告書 

（第27期中）（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日近畿財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

平成19年３月27日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号（債権につき取立不能又は取立遅延のおそれが生じ

た場合）に基づく臨時報告書であります。 

平成19年４月27日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（親会社の異動及び主要株主の異動）に

基づく臨時報告書であります。 

平成19年８月３日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。 

平成19年11月１日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象

が発生した場合）に基づく臨時報告書であります。 

(4）半期報告書の訂正報告書 

平成18年12月20日近畿財務局長に提出 

平成18年６月29日提出の第26期中（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日）半期報告書の訂正報告

書であります。 

平成19年７月９日近畿財務局長に提出 

平成19年６月29日提出の第27期中（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日）半期報告書の訂正報告

書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  

    平成18年12月28日  

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ      

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米沢  顕   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 瀧川 佳秀  印 

          

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＮＥＳＴＡＧＥ(旧社名 株式会社明響社)の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書について監査を行った。この連結損益計算書、連結

株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結キャッシュ・フロー計算書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書が、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(旧社名 株式会社明響社)及び連

結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書を作成してい

る。 

 （セグメント情報）の［事業の種類別セグメント情報］の（事業区分の方法の変更）に記載されているとおり、会社

は、当連結会計年度から事業区分を変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

    平成18年12月28日  

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ      

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米沢  顕   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 瀧川 佳秀  印 

          

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＮＥＳＴＡＧＥ(旧社名 株式会社明響社)の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第26期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ＮＥＳＴＡＧＥ(旧社名 株式会社明響社)の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

    平成19年12月27日  

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ      

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米沢  顕   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 瀧川 佳秀  印 

          

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＮＥＳＴＡＧＥの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第27期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ＮＥＳＴＡＧＥの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度において293,374千円の営業損失を計上し、

1,589,967千円の当期純損失を計上した結果、当期末における純資産が期首と比較して大幅に減少し115,849千円となっ

ており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されてい

る。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年12月26日開催の定時株主総会により、取締役及び従業員に対し、ス

トック・オプションとして発行する新株予約権の募集事項の決定を取締役会に委任することを決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。 
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